
基本目標ごとの施策及び具体的事業の進捗について 【基本目標１】

H27（結果） H28（結果） H29（進捗） H30 H31

ア　持続的成長を目指した水産業の振興

　基幹産業である水産業の経営安定に向けた水産資源
の維持・増大への協力と後継者等の人材育成への支援
等を行う。
また、魚食普及の啓発を積極的に行い、地元の水産資源
の消費拡大を図る。

【具体的な事業】

水産課 ・増養殖推進事業
各漁協が行う増養殖事業を支援し、水
産資源の維持・増大に努めた。
（ウニ・ホッキ・シシャモ・ハタハタ・マツ
カワ等）

釧路港の水揚量の約４割を外来船が占
めていることから、Ｈ２７はサンマ船主に
対して市内ホテルで水揚げ依頼を予定
していた。（サンマの来遊がほぼ無かっ
たため中止した）
・漁業後継者就職支援事業
西港島防波堤内でウニ種苗の生育・分
布調査を行い、若手漁業者が行う事業
化に向けた研究等を支援した。
・水産加工関連人材育成事業
Ｈ２７年に改正された食品表示法に関す
る講演会を開催した（参加者数５５名）。
また、加工技術・食品衛生部会を各１回
づつ開催し（延べ参加者数１４０名）、部
会員にサンマ・サバ・イワシの漁況につ
いての情報提供を行った。市民向けに
加工体験教室を１３回開催し（参加者数
２１４名）、魚食普及に努めた。
・魚食普及・食育事業
魚食普及活動として市立小学校８校等
で「釧路おさかな教室」を開始し、約３００
名の児童に実際に魚を捌いてもらい、魚
の消費拡大を目指した。
・くしろプライド釧魚事業
プライド釧魚準備会を２回開催し、魚種
の選定及び事業内容の検討を行った。

・増養殖推進事業
前年度に引き続き、各漁協の増養殖事業へ
の取り組みに協力し、資源の維持・増大に努
めた。
・外来船誘致活動事業
Ｈ２５からまき網船団の来港が多くなり、Ｈ２７
は釧路港の水揚量の約３割となり今後も期待
できることからまき網漁業会社全17社を訪問
して水揚げ依頼を実施した。（全１７社24船団
が来港しており、前年より水揚量１万５千ｔの増
加）
・漁業後継者就職支援事業
前年度に引き続き、漁業後継者の資格取得
支援や島防波堤ウニ実験の継続支援を行っ
ている。
・水産加工関連人材育成事業
近年話題となっている機能性食品表示やＨ
ＡＣＣＰ義務化に関する講演会などを開催し
た。（３回実施、述べ加者数107名）また、加工
技術・食品衛生部会を各１回ずつ開催し（述
べ参加者数９５名）部会員にサンマ・サバ・イ
ワシの漁況について情報提供を行ったほか、
検査手法等に関する情報交換を行った。ま
た、市民向けに加工体験教室を８回実施し、
魚食普及に努めた。（参加者数160名）
・魚食普及・食育事業
魚食普及活動として市立小学校７校等で「釧
路おさかな教室」を開催し（参加者数２１１
名）、参加者全員に実際に魚を捌いてもら
い、釧路産魚介類の消費拡大を目指した。
・くしろプライド釧魚事業
くしろプライド釧魚推進委員会を設立し、
基本部会を４回、専門部会を１回開催した。
市民を対象にロゴマークを募集決定した他、
ＰＲグッズとしてプラ釧カレンダーやのぼり、ミ
ニのぼりを作成し、各公共施設や小売、直売
店等に配布し、プラ釧のＰＲを実施した。

・増養殖推進事業
前年度に引き続き、各漁協の増養殖事
業への取り組みに協力し、資源の維持・
増大に努める。
・外来船誘致活動事業
まき網漁業のＨ２８は釧路港の水揚量の
約４７％となり、主力漁業であることから、
まき網船団全２４船団に初来港時に本船
に訪問して水揚げ依頼を実施した。（全
１７社24船団が来港しており、イワシの水
揚量が６万ｔを超える見込み）
・漁業後継者就職支援事業
前年度に引き続き、漁業後継者の資格
取得支援や島防波堤ウニ実験の継続
支援を行っている。
・水産加工関連人材育成事業
前年度に引き続き、講演会及び加工開
発・食品衛生部会を開催する。加工体
験教室はこれまで２回実施している。
・魚食普及・食育事業
前年度に引き続き、市内小学校等で
「釧路おさかな教室」を開催し、参加者
全員に魚を捌いてもらい、家庭での釧路
産魚介類の消費拡大を目指している。
・漁業とのふれあい促進事業
千代ノ浦マリンパーク内に遊具２機を設
置した。
・くしろプライド釧魚事業
　前年度に引き続き会議を１回開催して
いる。Ｈ２９の事業として「プライド釧魚を
食べられる店、買える店」のマップの作
成を予定しているが、現在募集条件等
の検討を行っている。

農林課 農業経営基盤整備の促進として３地
区における土地改良事業（計画策
定を含む）を実施。
農業担い手対策事業として、東京を
はじめとする大都市圏で開催された
就農相談会に4回参加し、新規就農
をPR。
農協青年部と連携し道内学生団体
を誘致し酪農体験会を１回実施、
酪農ヘルパー組織への支援を実施
し、2,149回の利用実績。
公共牧場の運営・整備を通じて、延
入牧頭数87,739頭、延舎飼頭数
201,130頭の預託実績。

農業経営基盤整備の促進として３地
区における土地改良事業（計画策
定を含む）を実施。
農業担い手対策事業として東京を
はじめとする大都市圏で開催される
就農相談会に参加し釧路市での新
規就農をPRした。農協青年部や生
産者との連携を強化し道内学生団
体を誘致した酪農体験会を実施。
酪農ヘルパー組織への支援や公共
牧場の運営・整備を通じた営農支
援システムの整備を実施。

農業基盤整備のため、2地区におけ
る土地改良事業を実施するととも
に、2地区にて土地改良事業に係る
計画策定を行った。
農業担い手対策事業として東京を
はじめとする大都市圏で開催される
就農相談会に参加し釧路市での新
規就農をPRした。農協青年部や生
産者との連携を強化し道内学生団
体を誘致した酪農体験会を実施。
酪農ヘルパー組織への支援や公共
牧場の運営・整備を通じた営農支
援システムの整備を実施。
市内企業が開始する新たな農業生
産への取組への支援を行った。

商業労政課 － 新規創業者や市内の事業者等を対
象としたワンストップ相談窓口を設
置。窓口に経営支援員（1名）を配置
し、釧路商工会議所等の各支援機
関と連携しつつ、相談対応にあたっ
ており、現在までに延べ137件の窓
口相談対応を行っている。加えて、
事業者を訪問しての相談対応も
行っており、現在までに延べ7件対応
している。

昨年度に引き続きワンストップ相談
窓口を運営して相談対応にあたって
おり、現在までに延べ119件の窓口
相談対応を行っている。加えて、事
業者を訪問しての相談対応も行って
おり、現在までに延べ39件対応して
いる。

進捗報告
所管総合戦略の施策及び具体的な事業

①釧路らしさを生み出す農林水産業の成長産業化

　【基本目標１】地域経済のプラス成長と雇用の創出を図る

イ　生産基盤の強化による農業の振興

　農業生産力の一層の向上を図るため、根釧酪農ビジョ
ン等を踏まえ、生産基盤の整備、担い手の確保と育成、
営農支援システムの整備、新たな形態による農業経営へ
の支援などを進める。

【具体的な事業】
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進捗報告
所管総合戦略の施策及び具体的な事業

ウ　森林資源の循環利用を通じた林業の振興

　全国有数の森林都市である当市では、釧路森林資源活
用円卓会議のくしろ木づなプロジェクトをはじめとする取
組により、カラマツ等多くの森林資源の有効活用と多面的
機能を有する森林の整備を通じた森林資源の循環利用
を推進する。

【具体的な事業】

農林課 「もっと知るくしろの木」として木造住
宅講演会の実施、「もっと使うくしろ
の木」として地域材を活用した商品
開発10件（うち7件商品化）、建築物
における地域材の利用促進活動の
実施2件、「もっと伝えるくしろの木」と
して森林・林業・木材に関する人材
育成研修会4件、市民への普及を図
るイベントへの出展13件、PR冊子の
発行を行った。

前年度に引き続き地域材を活用し
た商品開発、イベントへの出展を
行った。ネームホルダー等技術移
転・商品化を完了し、一部商品につ
いてはウッドデザイン賞を受賞した。
また、低コスト施業システムの実証
試験を道の受託事業として実施し、
地域の林業機械化を推進した。

前年度に引き続き地域材を活用し
た商品開発、イベントへの出展を
行った。
低コスト施業モデルの確立や、林業
の担い手確保の取組の一環として、
国や森林総合研究所との共催で先
進造林機械の実演会・講演会を実
施したほか、道が主体となって取り
組む林業担い手対策協議会に参画
した。

産業推進室 楽天レシピを活用した釧路の食材を
使った創作レシピの商品化に向けた
取組や、釧路管内地場産品のセレ
クトショップである「マルシェくしろ」で
のテストマーケティングの場の提供
等を通じ、高付加価値化による魅力
ある産品作りへの支援を行った。

※マルシェくしろ売上
H27年度１，９６９万円

・楽天レシピを活用した釧路の食材
（サバ・イワシ）を使った創作レシピ２
件の商品化に向けたパッケージ製
作等の取組を支援した。
・創作レシピのうち１件と釧路をイメー
ジしたお土産の開発において、釧路
管内地場産品セレクトショップ「マル
シェくしろ」でのアンケート調査など、
高付加価値化による魅力ある産品
作りを支援した。

釧路管内地場産品のセレクトショッ
プである「マルシェくしろ」でのアン
ケート調査やテスト販売の場づくりの
支援を通じ、高付加価値化による魅
力ある産品作りを支援している。

農林課 産業推進室が事務局を務める「くし
ろ地産地消ネットワーク」、農協青年
部と連携し、市内小学校を対象とし
た酪農出前講座の実施や地元産の
農畜産物（根釧牛乳・阿寒丹頂黒
和牛・長芋）を使用した調理実習を
行うなどのPRを実施。（７校１２２名）

市内小学校において酪農出前講座
を実施予定。（５校117名）
公立大学でも出前講座を実施し根
釧牛乳の試飲等を行った。（約３５０
名参加）

市内小学校において酪農出前講座
を実施予定。（4校90名）
公立大学でも出前講座を実施し根
釧牛乳の試飲等を行った。（約330
名参加）
山花温泉リフレにおいて釧路短大と
連携し、地元農産物を活用した新
商品開発を実施した。

水産課 ・釧路らしい水産加工品開発事業
地元福司酒造の酒粕を活用し、地
元で水揚される魚（サバ、イワシ、秋
鮭、サンマ）を原料とした漬魚の試
作を行った他、未利用資源であるサ
ンマ、イワシの中骨を原料にした、
中骨スティックを試作した。（Ｈ２７年
度開発件数７点）

・高鮮度高付加価値化・６次産業化
推進事業
東部漁協の移動販売車整備事業と
機船漁協の加工場兼調理教室整備
事業を支援し、販路拡大と６次産業
化を推進した。
・釧路らしい水産加工品開発事業
レトルト調理機器を活用して、イワシ
やサンマを原料に「骨まで食べられ
る魚」シリーズを開発した他、産地で
しかできないワンフローズンの「しめ
いわし」を開発した。（Ｈ２８年度開発
件数９点）

・高鮮度高付加価値化・６次産業化
推進事業
阿寒湖漁協の水産物加工・販売施
設整備事業を支援し、販路拡大と６
次産業化を推進した。
・釧路らしい水産加工品開発事業
「骨まで食べられる魚」シリーズの問
題点を改良し、より食べやすい製品
に完成させる他、加工原料として新
たに注目されている、イワシの新製
品開発を実施する。

産業推進室 釧路地域ブランド化推進委員会の
取組、イトーヨーカドーとの連携協定
に基づく地場産品（ｻﾊﾞ､ﾄｷｼﾗｽﾞ､ｴ
ｿﾞｼｶ肉等）のＰＲ及び販売促進、物
産展・商談会等を通じたバイヤーへ
のＰＲ、JICAとの連携した取組（ベト
ナム販路開拓の調査）などにより、釧
路市の地場産品に関する情報発信
や国内外における販路開拓・拡大を
推進した。

釧路地域ブランド化推進委員会の
事業主体を民間事業者へ移行する
とともに、広報活動に対する側面支
援を実施した。また、イトーヨーカドー
との連携協定に基づく地場産品(サ
バ、トキシラズ、エゾシカ肉等)のＰＲ
及び販売促進を実施した。そして、
商談会等を通じたバイヤーなどへの
販路拡大、ＪＩＣＡとの連携した取組
（ベトナム販路開拓の調査）などによ
り、釧路市の地場産品に関する情報
発信や販路開拓・拡大の推進を行う
とともに、北海道内都市経済活性化
会議を契機に連携した取組として商
談会やテストマーケティング事業を
実施した。

前年度に引き続き情報発信や販路
開拓・拡大を推進しているほか、北
海道内都市経済活性化会議を契機
に連携した取組として商談会やテス
トマーケティング事業を行っている。

②釧路の「食」の高付加価値化と販路拡大

ア　高付加価値化による魅力ある産品づくり

　「食」の鮮度や安全・安心を確保しながら、釧路ならでは
の「食」の地域資源の高付加価値化を図り、魅力ある産
品づくりや他地域との競争力を強化する。

【具体的な事業】

イ　地場産品の販路開拓・拡大

　 釧路市の新鮮でおいしい水産物や乳製品等の加工品
をはじめとする地場産品のブランド化を図る。
また、それらの情報を域外へ発信し、国内外における地
場産品の販路開拓、拡大を推進する。

【具体的な事業】

2



基本目標ごとの施策及び具体的事業の進捗について 【基本目標１】

H27（結果） H28（結果） H29（進捗） H30 H31

進捗報告
所管総合戦略の施策及び具体的な事業

観光振興室 民間事業者等と連携した販路開拓
支援事業として、楽天と連携し、釧
路の地場産品の認知度向上に伴う
新たな顧客の獲得や、販路拡大に
よる外貨目的とし、楽天市場内で釧
路市の地場産品を集め、web物産
展を開催した（参加20社、売上
2,869,029円、既存店（14社)の増減
比131.8%）。

前年度に引き続き、web物産展を開
催した。
参加企業：18社（新規：4社）
実施期間：10/14（金）～11/15（火）
売上金額：6,386,492円
（前年対比：149.7％）

前年度に引き続き、web物産展を開
催する予定である。
実施期間：11月13日～12月27日

イ　地場産品の販路開拓・拡大

　 釧路市の新鮮でおいしい水産物や乳製品等の加工品
をはじめとする地場産品のブランド化を図る。
また、それらの情報を域外へ発信し、国内外における地
場産品の販路開拓、拡大を推進する。

【具体的な事業】

水産課 ・くしろプライド釧魚事業
プライド釧魚準備会を２回開催し、
魚種の選定の他、事業内容の検討
を行った。

・くしろプライド釧魚事業
くしろプライド釧魚推進委員会を設
立し、基本部会を４回、専門部会を１
回開催した。市民を対象にロゴマー
クを募集決定した他、ＰＲグッズとし
てプラ釧カレンダーやのぼり、ミニの
ぼりを作成し、各公共施設や小売、
直売店等に配布し、プラ釧のＰＲを
実施した。

・くしろプライド釧魚事業
　前年度に引き続き会議を１回開催
している。Ｈ２９の事業として「プライド
釧魚を食べられる店、買える店」の
マップの作成を予定しているが、現
在募集条件等の検討を行っている。

観光振興室 － ■ＳＮＳを活用した訪日外国人観光
客のニーズ調査に基づくアプリケー
ション「釧路阿寒摩周おもてなしア
プリ」を制作し情報発信を実施。
■（一社）釧路観光コンベンション
協会の地域連携ＤＭＯ推進に向け
た取組
・当協会のマネジメント等を担うＤＭ
Ｏ専門人材２名の配置（北洋銀行、
ＪＴＢ北海道より派遣）
・次年度以降の戦略策定に向けた
各種データ収集、調査・分析を実
施。
　

■（一社）釧路観光コンベンション協会の地
域連携ＤＭＯ推進に向けた取組
○ＤＭＯ専門人材２名の配置
・H28年度に引続き専門人材の配置
○地域連携DMO体制推進に向けた観光戦
略・施策の策定
・H28年度に実施した調査・分析を踏まえ、水
のカムイ観光圏整備計画をもとに、地域連携
DMO推進に向けた観光コンベンション協会と
しての観光戦略を策定。
○地域連携DMO体制推進、稼ぐ力の創出に
向けた事業の実施
・訪日外国人を対象とした釧路拠点型の観
光ルート形成及び着地型旅行商品開発のた
めの、訪日外国人動態調査・ニーズ調査の
実施
・リバーサイドを拠点とした都市型観光モデル
の策定、新たなコンテンツ開発・磨き上げに
向けた調査の実施
・地域資源を活用した滞在プログラムの磨き
上げ、商品化
・地域商品（土産品）開発に向けた調査・試
作品開発
※ＤＭＯ推進と連動した取り組み
・釧路管内「花びら周遊ルート」形成事業
・地域資源の商品化（石炭ツアー造成）
・湿原展望台オリジナル土産品開発

阿寒観光振興課 ■阿寒国立公園広域観光協議会
　・エリア内における夏季、冬季観光
資源の掘り起し、プロモーションを実
施
　・メンバー構成を5市町から国立公
園構成全１１市町とし、国立公園の一
体的な観光推進体制整備を実施

■阿寒国立公園広域観光協議会
　・11市町一体となった夏季、冬季
観光資源の掘り起し、プロモーショ
ン、ＨＰ制作による情報発信環境構
築を実施中

■国立公園満喫プロジェクト
・7月に阿寒国立公園が対象8公園
の1つに選定され、世界水準の"ナ
ショナルパーク"としてブランド化を
目指す「ステップアッププログラム
2020」を12月に策定

■阿寒摩周国立公園広域観光協
議会
　・11市町一体となった夏季、冬季
観光資源の掘り起し、プロモーショ
ン、情報発信を実施中
　・阿寒摩周国立公園への名称変
更に伴い、記念式典及び記念事業
の実施

■国立公園満喫プロジェクト
・「ステップアッププログラム2020」に
基づく取組を各実施主体で実施中

イ　地場産品の販路開拓・拡大

　 釧路市の新鮮でおいしい水産物や乳製品等の加工品
をはじめとする地場産品のブランド化を図る。
また、それらの情報を域外へ発信し、国内外における地
場産品の販路開拓、拡大を推進する。

【具体的な事業】

③釧路の自然文化を活かした世界一級の観光地域づくり

ア　「日本版ＤＭＯ」の構築

　マーケティングやマネジメントを行い、地域内の官民協
働や広域的な地域連携によって、魅力ある観光地域づく
りやブランドづくりを推進する主体となる「日本版ＤＭＯ」の
育成を目指す。

【具体的な事業】
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基本目標ごとの施策及び具体的事業の進捗について 【基本目標１】

H27（結果） H28（結果） H29（進捗） H30 H31

進捗報告
所管総合戦略の施策及び具体的な事業

観光振興室
阿寒観光振興

課

■水のカムイ観光圏
　・4月10日付で観光圏整備法に基
づく観光圏として認定
　・今後の実施事業のためのブラン
ド戦略「水のカムイ観光圏アクション
プラン」を策定
　・主な実施事業として、滞在プログ
ラム開発、公共交通網整備、マーケ
ティング調査等の各種事業を実施
■広域観光周遊ルート
　・広域観光周遊ルート形成計画の
策定

■DMO推進体制強化事業
日本版DMO構築のため、釧路観光コン
ベンション協会、阿寒観光協会まちづく
り推進機構に、専門人材を配置し、戦略
の策定、これに基づく事業を実施する。
・専門人材の配置
　釧路観光コンベンション協会2名
　阿寒観光協会まちづくり推進機構1名
・マーケティング、プロモーション及びブ
ランディング戦略策定のための方向性
の立案
■水のカムイ観光圏
・「水のカムイ観光圏アクションプラン」
に基づく各種事業を展開
・主な実施事業として、滞在プログラム
開発、マーケティング調査等の各種事
業を実施
■広域観光周遊ルート
・平成27年度に策定された広域観光周
遊ルート形成計画に基づき事業を実施
・主な実施事業として、広域プロモーショ
ン、2次交通網整備等の各種事業を実
施

■DMO推進体制強化事業
日本版DMO構築のため、釧路観光コン
ベンション協会、阿寒観光協会まちづく
り推進機構に、専門人材を配置し、戦略
の策定、これに基づく事業を実施する。
・専門人材の配置
　平成28年度配置人材の継続配置
　阿寒観光協会まちづくり推進機構に新
たに1名配置
・マーケティング、プロモーション及びブ
ランディング戦略策定
・戦略に基づく事業の実施
■水のカムイ観光圏
・「水のカムイ観光圏アクションプラン」
に基づく各種事業を展開中
・主な実施事業として、滞在プログラム
開発、マーケティング調査等の各種事
業を実施
■広域観光周遊ルート
・平成27年度に策定された広域観光周
遊ルート形成計画に基づき事業を実施
中
・主な実施事業として、広域プロモーショ
ン、2次交通網整備等の各種事業を実
施

観光振興室 MOO及び湿原展望台案内看板の
多言語化や湿原展望台の無料Wi-
Fiの整備等を行い、旅行者の利便
性向上を目的とした受入環境整備
を実施した。
※外国人旅行者
・釧路市湿原展望台（団体入館者
数）
H26年度5,085人、H27年度6,574人
・ＭＯＯについては外国人旅行者数
の集計なし。

前年度に引き続き、湿原展望台展
示物の多言語化や外国人観光客
ニーズ調査、MOO外国人観光客受
入体制整備事業等を実施し、更な
る受入環境整備を図る。

ＭＯＯを含むリバーサイドエリアにお
いてＷi－Ｆi通信環境を整備するな
ど、前年度に引き続き、訪日外国人
旅行者の受入環境整備充実を図
る。

阿寒観光振興課 ■文化遺産を活かした観光振興・
地域活性化事業
阿寒湖温泉アイヌ文化推進実行員
会の支援。（事業財源については平
成２７年度文化遺産を活かした地域
活性化事業（文化庁）を活用）
＜具体事業内容＞
（１）第２回イコﾛ民俗芸能フェスティ
バルの開催
・アイヌ古式舞踊をはじめ、釧路市
内及び近隣地域で受け継がれる伝
統芸能への理解を深めた。
・来場者数：230名
（２）アイヌアートシンポジウム事業
・アイヌアートの現状、特にアイヌ文
様の使用ルールや課題を考え、今
後の展望について意見交換を行っ
た
・来場者数：123名
（３）アイヌアート展の開催
・阿寒湖アイヌコタンで制作された
木彫や刺繍などのアイヌアート作品
を中心とした作品展を４ヶ月間開
催。
・芳名帳記名の入場者数：３，３３４人

■文化遺産を活かした観光振興・地域
活性化事業
阿寒湖温泉アイヌ文化推進実行員会の
支援。（事業財源については平成２8年
度文化遺産を活かした地域活性化事業
（文化庁）を活用）
＜具体事業内容＞
（１）第3回イコﾛ民俗芸能フェスティバル
の開催事業
・アイヌ古式舞踊をはじめ、北海道東部
の民俗芸能団体が集まり伝統芸能への
理解を深めた。
（２）アイヌアート展の開催
・招待作家５名、地元作家２４名の木彫、
刺繍などの作品による展覧会を3ヶ月間
開催。
・芳名帳記名入場者数：6,178人
（３）アイヌ文化の多言語による情報発信
・アイヌ文化に対する外国人旅行者の
興味・関心などのニーズ調査を実施。
（対象国：52か国、450件）
・アイヌ文化の外国語での適切な表現
方法の研究とそのデータベース化を実
施。（アイヌ語の翻訳：15セクション、61
アイテム）

■マリモ展示観察センター情報発信事
業
展示解説の国際化対応を図るため下記
整備を実施
・Wi－Fi整備
・展示解説の多言語化（４言語（英語、
中国語（繁体・簡体）、韓国語）

■文化遺産を活かした観光振興・地域
活性化事業
阿寒湖温泉アイヌ文化推進実行員会の
支援。（事業財源については平成２9年
度文化遺産を活かした地域活性化事業
（文化庁）を活用）
＜具体事業内容＞
（１）アイヌ古式舞踊の鑑賞者増大及び
理解度向上
・アイヌ古式舞踊に関する多言語標記
の案内板をまちなかに設置する
・阿寒湖温泉で通年公演しているアイヌ
古式舞踊に外国語のｷｬﾌﾟｼｮﾝ付映像
を組合わせ鑑賞者の理解度向上を図る
（２）アイヌ文化の多言語による情報発信
・アイヌ文化に対する外国人旅行者の
興味・関心などのニーズ調査
・アイヌ文化の外国語での適切な表現
方法の研究とそのデータベース化
■阿寒パロコロ運動の推進
・阿寒湖らしい「おもてなし」を構築する
め、地元観光従事者等によるワーク
ショップを開催し、その行動指針となる
「阿寒湖パロコロスタイル」を策定する。
■釧路空港と阿寒湖温泉間のバス運行
の実証実験
旅行者の利便性向上と道東周遊促進を
目的に、釧路空港と阿寒湖温泉を結ぶ
バスを運行する
・「阿寒エアポートライナー」の運行（2往
復）
・ホームページ制作、広告掲載等、販促
の実施

イ　釧路が誇る地域資源を活かした滞在型観光地域づく
り

　釧路が誇る多様な地域資源を活用したコンテンツによる
滞在プログラムづくり、アジアを中心とする外国人旅行者
や国内からの旅行者の利便性向上を目的とした受入環
境の整備等を通じ、釧路ならではの滞在型観光地域づく
りを推進する。

【具体的な事業】
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基本目標ごとの施策及び具体的事業の進捗について 【基本目標１】

H27（結果） H28（結果） H29（進捗） H30 H31

進捗報告
所管総合戦略の施策及び具体的な事業

動物園 【動物園情報発信事業】
１）≪調査事業≫　情報提供アプリ
ケーションの仕様に関する調査、お
よび園内の無線ＬＡＮ整備に向けた
電波受信状況調査、ＫＩＯＳＫ端末
としての人工知能ロボット「ペッパー」
を用いた手法について研究した。
２）≪アプリ開発事業≫　仕様に関
する調査結果に基づき、ブラウザー
をベースに地図機能、図鑑機能、ス
タンプ機能から構成される基本アプ
リを開発した。
３）≪他言語パンフレット発行≫
改訂した和文リーフレットに基づい
て、英語、中国語（繁体、簡体）、ハ
ングル語のパンフレットを印刷し、適
宜、海外からの来園者、特に、ク
ルーズ客船の来園者に多数配布す
ることができた。
【丹頂鶴自然公園リーフレット他言語
化事業】
　改訂した和文リーフレットに基づい
て、英語、中国語（繁体、簡体）、ハ
ングル語のパンフレットを印刷し、適
宜、海外からの来園者に配布した。
※外国人来園者
H26年度　24,376人
H27年度　集計中

【動物園情報発信事業】
１）≪調査事業≫　前年に引き続き、
基本アプリとの連携アプリに関する
調査、人工知能ロボット「ペッパー」
を用いた情報発信手法に関する調
査、および無線受信状況調査を実
施した。

２）≪アプリ開発事業≫　基本アプリ
の試験運用を行うため、外部サー
バーをレンタルし、URLの取得並び
にSSL登録を行った。また、試験運
用を行いながら、基本アプリの機能
改善を進めるとともに、連携アプリと
してサイトビューの機能を追加した。
また、地図機能については英語化し
た。

【丹頂鶴自然公園リーフレット多言語
化事業】
　英語、中国語（繁体、簡体）、ハン
グル語のパンフレットを増刷し、適
宜、海外からの来園者に配布した。
※外国人来園者
H28年度　37,342人

【動物園情報発信事業】
１）≪調査事業≫
　釧路工業技術センターの協力を
得ながら、Wi-Fi環境整備に向けた
技術に関する調査を進めている。ま
た、釧路工業高等専門学校の協力
により、人工知能ロボット「ペッパー」
を用いた情報発信手法に関する調
査やアプリに関する調査を進めてい
る。

２）≪アプリ運用≫
　外部サーバーをレンタルし、取得し
たURLや登録したSSLを継続して利
用しながら、試験版アプリを運用して
いる。

【丹頂鶴自然公園情報発信】
１）≪多言語化リーフレット≫
中国語（繁体、簡体）、英語のパン
フレットを増刷し、適宜、海外からの
来園者に配布している。

２）≪ガイド用補助システム構築≫
多言語対応のガイド補助機器を作
成中である。

港湾空港振興課 事業：歓迎旗によるウエルカムマイ
ンドの提供、ジャンパー着用による
関係スタッフの視認、仮設トイレ設
置など。
成果：利便性やサービスの向上がで
きた。
事業：Wi-Fi装置の設置。
成果：Ｆｒｅｅ Wi-Fiの提供により、乗
船客及びクルーが自ら観光や買い
物の情報を得やすい環境を提供で
きた。しかし岸壁が電波の弱い場所
であること、大勢の乗船客・クルーが
押し寄せ一斉に接続するにより、Wi-
F接続はできるものの、アプリ等が開
くまでに時間が掛かったり、うまく開か
ないなどの事象がみられた。
※クルーズ船寄港
H26年度24隻約30,000人（うち外国
人約14,200人）
H27年度 8隻約11,300人（うち外国
人約7,300人）

H27年度同様、歓迎旗・ｼﾞｬﾝﾊﾟｰ・
仮設トイレに関しては継続実施をし、
乗船客・クルー・見学者等へのサー
ビス向上に繋げている。
Wi-Fiの課題解消については、オプ
ショナルツアー参加者が下船する時
間の開設を避け、船に残る客及びク
ルー等が使用する時間帯に開設す
るなどの対応を行っている。
※クルーズ船寄港
Ｈ２８年度１３隻　約21,400人（うち外
国人約14,200人）

前年同様、歓迎旗・ｼﾞｬﾝﾊﾟｰ・仮設
トイレに関しては継続実施をし、乗船
客・クルー・見学者等へのサービス
向上に繋げている。
Wi-Fiの課題解消については、オプ
ショナルツアー参加者が下船する時
間の開設を避け、船に残る客及びク
ルー等が使用する時間帯に開設す
るなどの対応を行っている。

阿寒地域振興課  道東自動車道阿寒ＩＣ供用開始に
向け、阿寒丹頂の里エリアへの誘
客・誘致活動や釧路市の特産品を
中心とした海産物・農畜産物の販売
所の整備、さらに、市民及び観光旅
行者の憩い・休憩施設の整備を行
い、観光客等の受入のための魅力
づくりを官民協働で実施した。

　釧路空港・阿寒ＩＣの利用者が立
ち寄りたくなる日中の滞在型施設の
整備として、道の駅阿寒丹頂の里イ
ンフォメーションセンターの移転新
築整備を行い、市民や観光客が集
う休憩・憩いの場所づくりを実施し
た。

釧路空港・阿寒ＩＣの利用者が立ち
寄りたくなる日中の滞在型施設であ
る道の駅阿寒丹頂の里インフォメー
ションセンターを中心に、市民や観
光客が集う休憩・憩いの場所づくりの
実施を継続する。

イ　釧路が誇る地域資源を活かした滞在型観光地域づく
り

　釧路が誇る多様な地域資源を活用したコンテンツによる
滞在プログラムづくり、アジアを中心とする外国人旅行者
や国内からの旅行者の利便性向上を目的とした受入環
境の整備等を通じ、釧路ならではの滞在型観光地域づく
りを推進する。

【具体的な事業】
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基本目標ごとの施策及び具体的事業の進捗について 【基本目標１】

H27（結果） H28（結果） H29（進捗） H30 H31

進捗報告
所管総合戦略の施策及び具体的な事業

農林課 山花温泉リフレを安全かつ安定的に
運営すべく、温泉井戸ポンプ及び濾
過機（大浴場系統２基・露天系統１
基）の更新工事や客室内寝具等の
更新をはじめとする事業を実施し、
利用客や収益の増に向けた施設機
能の充実を図った。（日帰り入浴客
数142,747人、宿泊客数7,933人）

山花温泉リフレを引き続き安全かつ
安定的な運営のため、所要の什器
備品の更新を行うなど利用客に満
足いただける施設整備を進めた。ま
た、釧路短大と連携し地場農産物を
活用した新商品の開発を進めたほ
か、指定管理者府独自の取組として
地場農産物を素材とするパンを開
発し商品化した。

山花温泉リフレを引き続き安全かつ安
定的な運営のため、所要の什器備品の
更新を行うなど利用客に満足いただける
施設整備を進めている。
また、農村都市交流機能の強化のた
め、市民を対象とした山花講演及び周
辺農村地域へのバスツアーや、釧路短
大と連携し地場農産物を活用した新商
品の開発を行った。

博物館 外国人をはじめとした来館者向サー
ビスとして、館内Wi-fiサービスを開
始。

外国人入館者　423名
外国人入館者　 1,013名

外国人入館者（9月末現在）　 1,510
名

観光振興室 国内・国外の航空会社・旅行会社等
へのセールスコールや招聘等のプロ
モーション活動を実施し、関係機関
と連携を図りながら国際便・国内便
の誘致と釧路地域・東北海道地域
の魅力ＰＲ活動を行った。
国際チャーター便については、4社
62便のチャーター便（台湾・中国）が
釧路空港に就航した。

■国内・海外観光客誘致事業
前年度に引き続き、関係機関と連携
を図りながら釧路地域・ひがし北海
道地域の魅力ＰＲ活動を行い、国
内外からの旅行者を釧路市へ誘客
するため、継続して各事業を実施。
■市・釧路観光コンベンション協
会・阿寒観光協会のHPを統合し「釧
路・阿寒湖観光公式サイト」を制作。
多言語化（英語・中文簡体・中文繁
体）を図り、海外に向けた観光情報
発信の強化を図った。

■国内・海外観光客誘致事業
前年度に引き続き、関係機関と連携
を図りながら釧路地域・ひがし北海
道地域の魅力ＰＲ活動を行い、国
内外からの旅行者を釧路市へ誘客
するため、継続して各事業を実施。
■「釧路・阿寒湖観光公式サイト」の
ページビュー数を向上と内容充実を
図るためページ更新を実施。
平成29年度上半期実績：483,525
（ページビュー数）
■釧路市観光案内所（JR釧路駅
内）の機能強化を目的にリニューア
ルを図った（7月）。

■広域連携事業「春のキャンペー
ン」への参画支援【地方創生先行
型】
　・道東エリアの観光地がそれぞれ
特典を用意し有機的につながること
による誘客増大
＜具体事業内容＞
・阿寒湖遊覧船の乗船優待キャン
ペーンへの支援
・遊覧船乗船料1,490円を500円に。
・平成27年4月29日～5月31日の約1
か月間実施
・利用者1,502名
■観光振興臨時基金を活用した観
光振興事業
　・阿寒湖温泉地区における観光振
興事業の推進支援
＜具体事業内容＞
・フォレストガーデン整備事業
　基本構想、基本計画の策定
・まちなか活性化事業
　アイヌコタン入口看板改修等
・まりも家族コイン推進事業
　宿泊者1名につき1枚のまりも家族
コインを発行。そのコインを商店や
観光施設で渡すとおもてなしサービ
スが受けられる。参加店舗36店舗。
利用枚数、29,242枚。
・循環バス運行事業
　阿寒湖温泉地区内での無料循環
バスの運行。年間利用者数13,974
名。

■観光振興臨時基金を活用した観
光振興事業
　・阿寒湖温泉地区における観光振
興事業の推進支援
＜具体事業内容＞
・フォレストガーデン整備事業
　第１工区（駐車場）実施設計
・まちなか活性化事業
　サイン類多言語化整備、店舗の外
観改修による景観支援事業（３店
舗）
・まりも家族コイン推進事業
　商店や観光施設で渡すとおもてな
しサービスが受けられる「まりも家族
コイン」を発行。37店舗参加。利用
枚数7,825枚。
・循環バス運行事業
　阿寒湖温泉地区内での無料循環
バスの運行、「Walk&Bus　Map」の
作成。年間利用者数14,076人。

■観光振興臨時基金を活用した観
光振興事業
　・阿寒湖温泉地区における観光振
興事業の推進支援
＜具体事業内容＞
・フォレストガーデン整備事業
　第１工区第１期工事
・まちなか活性化事業
　まちなかアイヌアート導入【予定】、
店舗の外観改修による景観支援事
業【予定】
・まりも家族コイン推進事業
　商店や観光施設で渡すとおもてな
しサービスが受けられる「まりも家族
コイン」を発行。
・循環バス運行事業
　阿寒湖温泉地区内での無料循環
バスの運行

ウ　釧路のブランド力や広域エリアの魅力を活かした旅行
市場の活性化

　多様化・多国籍化する旅行客層に応じ、自然・文化・食
などの釧路ブランド、広域観光周遊ルートや観光圏等の
広域エリアの魅力を活かしたプロモーションを効果的に実
践し、地域の旅行市場の活性化を図る。

【具体的な事業】

イ　釧路が誇る地域資源を活かした滞在型観光地域づく
り

　釧路が誇る多様な地域資源を活用したコンテンツによる
滞在プログラムづくり、アジアを中心とする外国人旅行者
や国内からの旅行者の利便性向上を目的とした受入環
境の整備等を通じ、釧路ならではの滞在型観光地域づく
りを推進する。

【具体的な事業】

阿寒観光振興課
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基本目標ごとの施策及び具体的事業の進捗について 【基本目標１】

H27（結果） H28（結果） H29（進捗） H30 H31

進捗報告
所管総合戦略の施策及び具体的な事業

■地域おこし協力隊
 ・6月23日より2名（英語、中国語担
当各1名）を採用し、阿寒観光協会
を勤務地として、活動を開始。
＜具体事業内容＞
・NPO阿寒観光協会滞在プログラム
のツアーガイド同行による外国人旅
行者へのガイダンス補助
・観光案内所においての外国人対
応業務実施
・情報発信媒体多言語化のための
翻訳業務等
■VJ事業
　・欧米富裕層を顧客とする旅行事
業者（エクスペディション・イージー
社）を招へいし、市内観光資源及び
体験メニューのアテンド、地元観光
事業者との意見交換会を実施

■地域おこし協力隊
・阿寒観光協会まちづくり推進機構
の滞在プログラムのツアーガイド動
向による外国人旅行者へのガイダン
ス補助
・観光案内所での外国人対応
・阿寒の魅力を知ってもらい、発信し
てもらうための企画「welcome阿寒湖
温泉一年生」（スタンプラリー）を、阿
寒湖への転勤者・転入者を対象に
実施。日本語、英語、中国語に対
応。

■ＶＪ事業
　・欧米市場をターゲットに、世界的
旅行商談会（アドベンチャー・トラベ
ル・ワールド・サミット）に参加し、当地
域の観光資源のＰＲを実施

■地域おこし協力隊
・阿寒観光協会まちづくり推進機構
の滞在プログラムのツアーガイド動
向による外国人旅行者へのガイダン
ス補助
・観光案内所での外国人対応
・阿寒の魅力を知ってもらい、発信し
てもらうための企画「welcome阿寒湖
温泉一年生」（スタンプラリー）を、阿
寒湖への転勤者・転入者を対象に
実施。日本語、英語、中国語に対
応。

■ＶＪ事業
・欧米市場をターゲットに、世界的旅
行商談会（アドベンチャー・トラベル・
ワールド・サミット）に参加し、当地域
の観光資源のＰＲ、当該市場のキー
パーソン招へいによるファムツアー
の実施、及びアドベンチャー・トラベ
ルに関するワークショップ
（AdventureEDU）への参加
・アドベンチャー・トラベルを通じて外
国人旅行者の受入・誘致等に取り組
み、地域の観光振興に寄与すること
を目的に設立された北海度アドベン
チャートラベル協議会への参画

生涯学習課 地域の伝統文化である釧路鳥取きり
ん獅子舞保存会、釧路鳥取傘踊り
保存会に対し、助成金を交付し、備
品の更新・整備を進めると共に、広
報活動をおこない、次世代への継
承に取り組んだ。

引き続き広報活動を継続し、担い手
の確保に努めている。
活動の場の提供として、釧路市の事
業（成人式）での芸能披露を実施し
た。
FMくしろサテライトスタジオ活用の
文化芸術情報発信事業にて各保存
会の催しをPRした。

引き続き広報活動を継続し、担い手
の確保に努めている。
H29年度「ほっかいどう子ども民俗芸
能振興事業」に鳥取傘踊り保存会が
選ばれ、伝統芸能に関する講座を
実施し、その成果を発表する予定。

エ　国内外からの交流人口の受入拡大

　釧路の空の玄関口である「たんちょう釧路空港」や、新
たな玄関口となった「北海道横断自動車道」等の利便性
について、戦略的なプロモーション活動を行い、国内外か
らの交流人口の拡大を図る。

【具体的な事業】

観光振興室 管内８市町村の官民で構成する
「ウェルカム道東道！！オールくしろ
魅力発信プロジェクト」において、くし
ろ地域の魅力を発信する道央圏で
のプロモーションや各種メディアを活
用した情報発信を実施した。
国内・国外の航空会社・旅行会社等
へのセールスコールや招聘等のプロ
モーション活動を実施し、関係機関
と連携を図りながら国際便・国内便
の誘致と釧路地域・東北海道地域
の魅力ＰＲ活動を行った。
国際チャーター便については、4社
62便のチャーター便（台湾・中国）が
釧路空港に就航した。

管内８市町村の官民で構成する
「ウェルカム道東道！！オールくしろ
魅力発信プロジェクト」において、くし
ろ地域の魅力を発信する道央圏で
のプロモーションや各種メディアを活
用した情報発信を実施した。
国内・国外の航空会社・旅行会社等
へのセールスコールや招聘等のプロ
モーション活動を実施し、関係機関
と連携を図りながら国際便・国内便
の誘致と釧路地域・ひがし北海道地
域の魅力ＰＲ活動を行った。
国際チャーター便については、今年
度就航には至らなかった。

■【継続】前年度に引き続き、「ウェ
ルカム道東道！！オールくしろ魅力
発信プロジェクト」として、夏におもて
なしキャンペーンやメディアを活用し
た情報発信を実施している。
■前年度に引き続き、関係機関と連
携を図りながら釧路地域・ひがし北
海道地域の魅力ＰＲ活動を行い、
国内外からの旅行者を釧路市へ誘
客するため、継続して各事業を実
施。
・台湾、香港、タイ、フィリピンの旅行
会社等へのセールスコール及び招
聘事業等を実施。
・1社4便のチャーター便就航。
（大韓航空：７月）
・季節便（JAL中部線、ANA伊丹
線）の利用促進プロモーションを実
施。
・釧路空港の利用促進と、路線維
持、拡充に向けた航空会社への要
請活動を実施。

ウ　釧路のブランド力や広域エリアの魅力を活かした旅行
市場の活性化

　多様化・多国籍化する旅行客層に応じ、自然・文化・食
などの釧路ブランド、広域観光周遊ルートや観光圏等の
広域エリアの魅力を活かしたプロモーションを効果的に実
践し、地域の旅行市場の活性化を図る。

【具体的な事業】

阿寒観光振興課
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基本目標ごとの施策及び具体的事業の進捗について 【基本目標１】

H27（結果） H28（結果） H29（進捗） H30 H31

進捗報告
所管総合戦略の施策及び具体的な事業

港湾空港振興課 事業：ＣＩＱ各機関へ、体制等充実
に関する要望を実施。
成果：ＣＩＱ各機関における他地域か
らの人的応援体制が継続されてい
る。（入管の例：釧路対応最大３人⇒
４ブース４人に拡充）（動物検疫の
例：釧路駐在無しのため都度来釧）
事業：釧路空港ビル内にデジタルサ
イネージを導入。
成果：空港内及び２次交通、観光な
どに係る情報を省スペースかつ多言
語で案内することができ、利便性向
上が図られた。
※釧路空港乗降客数
H26年　680,607人
H27年　685,511人

事業：ＣＩＱ各機関へ、体制等充実
に関する要望を実施。
成果：ＣＩＱ各機関における他地域か
らの人的応援体制が継続されてい
る。
※釧路空港乗降客数
H27年　685,511人
H28年　715,737人

・ＣＩＱ各機関への要望を継続実施。
･空港利用者に認証等の必要が無
いWi-Fi環境を提供するため、釧路
空港ビル内に新たな無線LAN設備
の導入を行う。

市民協働推進課 姉妹都市提携５０周年記念事業とし
て、ロシア連邦ホルムスク市へ訪問
団を派遣（１７人参加）したほか、カナ
ダ・バーナビー市と訪問団の相互派
遣（バーナビー訪問（公式訪問団２０
人、民間実行員会による市民訪問
団３８人）、訪問団受入２６人）を行っ
た。また、JICAベトナム青年研修（１
４人）を受け入れた。さらに外国人の
受入環境の充実を図るため、通訳
者登録制度を創設し研修を行った
（研修会参加２０人、登録者３９人）。

カナダや韓国のアイスホッケーチー
ム受入、北方四島ビザなし訪問団の
受入など、民間団体等が実施する
交流事業に協力したほか、JICA大
洋州青年研修を受け入れた。さらに
外国人の受入環境の充実を図るた
め、くしろ国際交流プラザ開設、電
話医療通訳の実証実験、通訳者登
録制度拡充を行った。

外国人傷病者への対応として、各医
療機関で導入した電話医療通訳の
利用に係る側面支援や釧路市通訳
者登録制度を通じた観光・ビジネス
等における市内在住通訳者の情報
提供を行い、外国人の受入環境の
充実を図っている。
また、くしろ国際交流プラザの運営
を通じて、来釧・在住外国人のサ
ポートの強化を図るとともに、日本人
との交流の場を提供している。さら
に、「洪水・内水ハザードマップ」の
多言語化や「津波等の防災体験と
避難所運営ゲーム研修を通じた多
文化共生まちづくりセミナー」の開催
を通じて、外国人にとって安全・安
心して訪問・生活できる多文化共生
に配慮した環境づくりの推進を図っ
ている。

道路河川課 平成28年3月12日に道東自動車道
の白糠IC-阿寒ＩＣ間が開通。
開通記念イベント等を実施し、開通
の周知や利用促進をＰＲした。

（Ｈ27で事業終了）

阿寒地域振興課 　道東自動車道阿寒ＩＣの供用貸に
向け、観光客や釧路市民、市内企
業への阿寒ＩＣの利用促進の看板の
設置、さらに、札幌圏域の住民に阿
寒ＩＣの利用ＰＲや阿寒丹頂の里の
観光誘致活動を実施した。

平成２７年度で終了
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基本目標ごとの施策及び具体的事業の進捗について 【基本目標１】

H27（結果） H28（結果） H29（進捗） H30 H31

進捗報告
所管総合戦略の施策及び具体的な事業

中小商業者販売力向上支援事業と
して、市内の中小商業者の販売力と
サービスの向上を図るとともに、地元
の人材を育成することを目的に、中
小商業者のコンサルティングを専門
とする講師が市内の中小商業者６店
に対し、臨店コンサルティングや通
信コンサルティング及び参加店会議
を実施した。
地元企業経営力強化事業として、
経営アドバイスのできる人材を育成
し企業支援体制の整備を目的に、
外部より講師を招聘し、講座と経営・
起業相談を実施することで、アドバ
イザーの育成（５人）と企業の売上向
上（６社の売上向上、２件の新規創
業）等を実現した。
インターネット通販サイト出店等支援
事業として、電子商取引市場への参
入促進を行うべく、ネットショッピング
モール「楽天市場」の初期登録費用
を支援した（H27年度６件、延べ登録
事業者６件）。また、ページ作成技術
の向上やネットショップ運営技術の
向上を目的として、初心者向けペー
ジ作成講座（参加６件、うちHP開設
６件）及び楽天大学特訓講座（参加
１０件）を開催した。

中小商業者販売力向上支援事業に
ついて、さらなる市内の中小商業者
への波及効果を与えるため、参加店
舗の取組を発表する報告会を実施
した。
中小企業・小規模事業者活性化推
進事業について、企業支援コンサル
タントの小出宗昭氏を迎え、市内中
小企業者及び支援機関を対象とし
て、企業の売上アップに関する講演
会を実施。また、市内中小企業者を
対象とした個別相談会を実施してい
る。
インターネット通販サイト出店等支援
事業について、前年度に引き続き、
初期登録費用の支援や講座を行っ
ている。

中小企業者・小規模事業者等を対
象に、補助金や融資制度などの経
営、創業時に必要な情報を一元的
に提供することを目的としたポータル
サイトの作成に取り掛かっている。
中小企業者等への情報発信の充実
を図るため、中小企業・小規模事業
者向けポータルサイト「ビズサポくし
ろ」を運用し、国・道・市でもつ各種
支援制度や市内で行うセミナー等の
イベント情報等を発信している。

中小商業者販売力向上支援事業に
ついて、市内の中小商業者5店に対
し臨店コンサルティングや通信コン
サルティング及び参加店会議を実
施した。
事業経営者への伴走型支援制度と
して、釧路市ビジネスサポート協議
会を設立し、売上増に特化した支援
を行う釧路市ビジネスサポートセン
ター立ち上げに向けた準備を進め
ている。

インターネット通販サイト出店等支援
事業について、引き続き、初期登録
費用の支援や販売促進のための講
座を実施している。
中小企業・小規模事業者活性化推
進事業について、中小企業・小規模
事業者向けポータルサイト「ビズサポ
くしろ」を運用し、国・道・市でもつ各
種支援制度や市内で行うセミナー等
のイベント情報等を発信している。

域内循環の基本理念に賛同し、域
内循環への取組みを行っている事
業者を域内循環推進事業者として
登録し、市ホームページで紹介する
とともに、域内循環推進事業者を紹
介する冊子を作成した（H27年度新
規0件、登録延べ140件）。

域内循環推進事業について、前年
度に引き続き、域内循環推進事業
者の登録と市ホームページ紹介を
実施している。
H28年度より、創業に特化した「創業
支援資金」、既存の事業者の事業
拡大や新分野進出などに資する「が
んばる企業応援資金」を新設し、市
内における創業者や中小企業者等
への支援を行っており、平成28年度
のあっせん件数は、創業支援資金
が68件、がんばる企業応援資金が
22件である。

域内循環推進事業について、引き
続き、域内循環推進事業者の登録
と市ホームページ紹介を実施してい
る。
また、「創業支援資金」と「がんばる
企業応援資金」による支援を継続
し、あっせん件数は、創業支援資金
が16件、がんばる企業応援資金が６
件（平成29年9月末現在）である。

都市経営課 地域の事業者の新商品開発等の取
り組みに対し、域外から資金調達す
る仕組みとして「くしろ応援ファンド」
を創設し、運用を開始した。平成２７
年度は２件のファンド創設を行い中
小企業者の支援を行った。

平成28年度は1件のファンド組成を
行い、中小企業の資金調達と販路
拡大に向けた支援を行った。

平成29年度からは事業者の資金
ニーズに柔軟かつ迅速に対応する
ため、通年で事業募集を行ってお
り、現在、第1期募集の事業選定に
向けて準備を進めている。

農林課 農林業の経営強化や人材確保など
に関する関係団体への財政支援。
・阿寒酪農ヘルパー利用組合
・音別町酪農ヘルパー利用組合
・阿寒野菜組合
・音別林産振興会
・阿寒乳牛検定組合　他

農林業の基盤整備や人材確保など
に関する関係団体への財政支援。
・阿寒酪農ヘルパー利用組合
・音別町酪農ヘルパー利用組合
・阿寒野菜組合
・音別林産振興会
・阿寒乳牛検定組合　他

農林業の基盤整備や人材確保など
に関する関係団体への財政支援。
・阿寒酪農ヘルパー利用組合
・音別町酪農ヘルパー利用組合
・阿寒野菜組合
・音別林産振興会
・阿寒乳牛検定組合　他

ア　地域経済を支える中小企業・小規模事業者の支援

　釧路市中小企業基本条例の基本理念を踏まえ、産学金
官が連携し販売力強化や資金調達など中小企業等の振
興に関する総合的な支援を行う。

【具体的な事業】

④中小企業・小規模事業者の競争力の強化

商業労政課
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基本目標ごとの施策及び具体的事業の進捗について 【基本目標１】

H27（結果） H28（結果） H29（進捗） H30 H31

進捗報告
所管総合戦略の施策及び具体的な事業

イ　創業・第二創業の支援

　雇用の確保や裾野の広い産業構造の形成を図るため、
地域の支援機関と連携し創業支援体制を強化するほか、
創業・第二創業の促進を図るため、充実した情報の提供
や資金確保への支援等を行う。

【具体的な事業】

商業労政課 空き店舗等活用促進事業（旧魅力
ある個店づくり支援事業）の補助対
象となる店舗の拡充や、北大通周
辺地区については補助上限額を２０
万円から５０万円に増額するなど制
度を拡充し、市内の空き店舗数の
減少と商業集積地区の賑わいの創
出を図ることを目的に、１０者の出店
を支援した。（新規出店者７者、移転
３者）
平成２７年度釧路市商店街実態調
査における全エリアの合計
H26年度　１，８９１件中空き店舗３４６
件、空き店舗率１８．３％
H27年度　１，８６８件中空き店舗３４０
件、空き店舗率１８．２％
釧路市創業支援事業計画を策定
し、平成27年10月に国から認定を受
けたことにより、市役所内にワンストッ
プ相談窓口を設置。釧路商工会議
所や日本政策金融公庫、市内各金
融機関などの支援機関と連携しな
がら、支援体制の整備を図った。
（相談件数19件、創業者数3件）

空き店舗等活用促進事業につい
て、１8者の出店を支援した。

包括的創業支援促進事業につい
て、相談窓口の設置や経営支援員
を配置し、空き店舗への出店に関す
る補助金など新規創業に資する支
援体制を整えている。
女性の創業チャレンジ支援事業とし
て、女性の創業を促すことを目的と
した講座を開催し、参加者の中から
2件が起業している。

H28年度より、新規創業者に特化し
た「創業支援資金」を新設し、低利
融資の斡旋と信用保証料の補助を
行った。

空き店舗等活用促進事業につい
て、平成２９年９月末時点で、３者の
新規出店者に支援を行った。
包括的創業支援促進事業につい
て、相談窓口の設置や経営支援員
を配置し、空き店舗への出店に関す
る補助金など新規創業に資する支
援を継続している。

女性の創業チャレンジ支援事業に
ついて、専門家を招へいし、女性の
創業ならではの課題や悩みを解消
し、創業に結びつけるためのセミ
ナーを開催するとともに、個別相談
（3件）を実施した。
「創業支援資金」を引き続き運用
し、低利融資の斡旋と信用保証料
の補助を行っている。

市民協働推進
課

産業推進室

市有施設を活用して釧路の気候な
どの地域特性を活かしたテレワーク
就労の可能性を検証するモデル事
業（利用事業者数１件）を展開し、利
用者の声を拾った。

市有施設を活用して釧路の気候な
どの地域特性を活かしたテレワーク
就労の可能性を検証するモデル事
業（利用事業者数4件）を展開し、利
用者の声を拾った。

産業推進室へと事業を移行した。

産業推進室 進出の可能性がある企業への訪問
（１２件）や、道主催のセミナーへの参
加による企業立地環境のＰＲ、石炭
火力発電事業における行政手続に
関する協議や市民周知、工業技術
センターにおける地元企業への技
術支援や事業コーディネート（技術
相談・支援件数１，２６１件）など、地
域の特性を生かした企業誘致や企
業支援に取り組んだ。

前年度と同様の取組のほか、サテラ
イトオフィスの導入による企業誘致の
手法検討を行った。

前年度に引き続き、地域の特性を
生かした企業誘致や企業支援に取
り組んでいる。

ア　石炭エネルギーの活用

　国内で唯一、坑内炭鉱で採掘される石炭を活用して、地
域で必要なエネルギーを確保する。

【具体的な事業】

掲）

び海外炭鉱技術者の人材育成

産業推進室 石炭火力発電事業については、行
政手続に関する協議を行うとともに、
市民への周知により理解が進んだ。
釧路コールマイン㈱が実施する技
術移転研修について、これまでのベ
トナム（1,383人）、中国（1,072人）に
加えて、初めてｲﾝﾄﾞﾈｼｱ（10人）か
ら研修生を受け入れ、技術移転や
人材育成が図られた。
釧路炭鉱保安整備への支援につい
ては、北海道と連携し、釧路コール
マイン㈱が実施する保安設備の整
備に対する補助対象経費を拡充
（坑内採炭設備費を拡充）し、補助
金を増額した。（H27対象は保安設
備のみ）

前年度と同様の取組のほか、釧路
コールマイン㈱が実施する新事業に
対する補助制度を創設した。

前年度と同様の取組のほか、石炭
火力発電事業について、市主催の
説明会を開催するなど、市民の理
解促進を図った。

ア　物流機能、ものづくり技術などを活かした企業誘致

　港湾・空港、高速道路網の物流機能、地元企業が有す
るものづくり技術、気候特性などを活用した企業誘致に取
り組む。

【具体的な事業】

支援

⑥地域に根ざした石炭産業の振興

⑤地域特性を活かした企業誘致

10



基本目標ごとの施策及び具体的事業の進捗について 【基本目標１】

H27（結果） H28（結果） H29（進捗） H30 H31

進捗報告
所管総合戦略の施策及び具体的な事業

商業労政課 実践型地域雇用創造事業の取組み
の一つとして、販売力強化やサービ
スの向上などのスキル向上や、ビジ
ネス創造など、人材育成に関するす
るセミナーを開催した（セミナー開催
数6、延べ参加134人）。
ＵＩＪターン推進のため、道央圏大学
との人脈を構築し、合同企業説明会
(参加学生等59人）等各種事業を実
施。またＵＩＪターン相談会（相談者
12人）等を実施し、釧路市への人材
の誘致に取り組んだ（就職者4人）。

実践型地域雇用創造事業の取組み
の一つとして、販売力強化やサービ
スの向上などのスキル向上や、ビジ
ネス創造など、人材育成に関するす
るセミナーを開催した（セミナー開催
数6、延べ参加138人）。
ＵＩＪターン推進のため、昨年度に引
き続き合同企業説明会（参加学生
等45人）や個別相談会（相談者17
人）事業を実施し、人材の誘致に取
り組んだ（就職者9人）。また、新たに
ＵＩＪターンＰＲリーフレットを作成し
配布している。

実践型地域雇用創造事業につい
て、平成29年度より改めて厚生労働
省より受託し、人材育成に関するセミ
ナーを実施している。

ＵＩＪターン推進のため、引き続き合
同企業説明会や個別相談会事業を
実施している。

音別地域振興課 ・ふき紙普及促進事業として、ふき
紙を紹介するためのリーフレットを作
成した外、音別地域の小学生及び
一般参加者を対象に体験講習会を
実施（参加者２２名）し、普及PRを
図った。
・紙漉き職人より、ふき紙の可能性
や今後の取組について助言を受け
た。

※実績
サンプル提供５件
生産量４００枚

・体験講習会の実施などPR及び普
及拡大に向けた取り組みを行った
（視察1件、講習会2回）。
【視察】釧路市議員視察4名。
【講習会】小学生（音小）参加者16
名、一般（音別地区）：9名。
・技術・文化伝承を行う人材の育成
に取り組んだ（対象者2名）。
・和紙の先進地視察を行い（３名参
加）、和紙業界の実情に対し見聞を
広めた。
・紙漉き職人より、品質向上に向け
た調査研究の外、企業化を含む今
後の方向性に対する助言、紙漉き
技術指導など多方面にわたる取組
を行った。
※実績
商品化に向けたサンプル提供４件

・引続き体験講習会を実施し、PR及
び普及促進に向けた取り組みを実
施（対象者：小学生、参加者15名）。
・メディアにおいて市内はもとより道
内で紹介されるなど、更なるPR拡大
に向けた取り組みを実施した（５事業
所）。
※実績：サンプル提供7件
・市内１事業所において試験販売を
行った後、現在市内2店舗で正式販
売に至り、引き続き幅広いPR、普及
促進に向けた取り組みを進めた（㈱
リラィアブル・㈱山一佐藤紙店）。
※実績：販売枚数234枚
・新たに2名の人材を確保し、引き続
き技術・文化伝承を行う人材の育成
に取り組んでいる（対象者4名）。
・引続き紙漉き職人より品質向上に
向けた指導、助言のほか、紙漉き技
術指導はもとより普及促進に向けた
取り組みなど多方面にわたる取り組
みを行っている。

契約管理課 インフラ保全技術向上事業として、
橋梁点検に関する研修会を開催し、
市内土木設計業者の技術者及び市
職員（技術職）に対して（４回開催、
延べ217人参加）、橋梁の保全に必
要な知識と技術を習得させることに
よって、地域のインフラ保全に係る
技術力の向上を図った。

橋梁点検に関する研修会を昨年度
に引き続き３回開催し、延べ87人の
参加があった。
民間企業において、技術者育成の
機運の高まりを見られる効果があっ
た。

品質の高いインフラ保全に向けて、
官民一体となって技術力の向上を
図る必要があることから、関係団体と
も意見交換を持ちながら、今後の必
要な取組について検討中。

ア　地域産業を支える多様な人材の育成

　地域産業を支える人材の確保・育成を図るため、高等
教育機関や試験研究機関等との連携により、高い技術力
や経営に関する知識等を習得するための仕組みを構築
するなど、挑戦する人づくりを進める。

【具体的な事業】

⑦地域を支える人材の確保
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基本目標ごとの施策及び具体的事業の進捗について 【基本目標１】

H27（結果） H28（結果） H29（進捗） H30 H31

進捗報告
所管総合戦略の施策及び具体的な事業

イ　地域の未来を担う子ども・若者の人材育成

　様々な職業体験を通じて、子どもの職業観を育む。ま
た、若者がキャリアを積み活躍できるよう支援するととも
に、就労を希望する職種に関するマッチングの情報提供
や、職場研修を行う。

【具体的な事業】

商業労政課 若年者就労促進事業として、若年
求職者を対象に、基礎研修と職場
研修を実施し、就職促進に取組ん
だ（参加者29人、就職者21人）。
地域連携就労促進事業として、国
や道等の雇用関係機関団体と情報
を共有しながら、若年者向け講座
（基礎、資格取得支援、人手不足業
種対応）、在職者等向け講座（建設
系資格取得）人手不足業種対応
（職場見学会、人材採用・定着セミ
ナー）を実施した（参加者延べ282
人）。
若年者向け人手不足業種ＰＲ事業
として、建設業で働く若年者にインタ
ビューし、ポータルサイトやフリー
ペーパーに掲載するなど、若年者へ
の建設業のＰＲに取り組んだ。
※「建設・採掘の職業」の求人倍率
H27.3月分　1.19倍
H28.3月分　1.4倍

若年者就労促進事業に地域連携就
労促進事業を統合し、基礎講座、
資格取得支援講座、職場見学、職
場研修及び建設系資格取得支援を
実施した（参加者13人、就職者7
人）。
若年者向け人手不足業種ＰＲ事業
として、昨年度に引き続き、ポータル
サイトやフリーペーパーに情報を掲
載し、若年者向けに建設業のＰＲを
実施している。

若年者就労促進事業として、引き続
き基礎講座、資格取得支援講座、
職場見学、職場研修及び建設系資
格取得支援を実施している。

若年者向け人手不足業種ＰＲ事業
として、新たにポータルサイトの新規
ページ（家づくり、職業訓練施設の
紹介、ものづくりマイスターインタ
ビュー）を作成している。

イ　地域の未来を担う子ども・若者の人材育成

　様々な職業体験を通じて、子どもの職業観を育む。ま
た、若者がキャリアを積み活躍できるよう支援するととも
に、就労を希望する職種に関するマッチングの情報提供
や、職場研修を行う。

【具体的な事業】

教育支援課 【キャリア教育推進事業】
子どもたちが職業や社会の仕組み
を学ぶとともに、将来の自立につな
げるため、企業や団体等と連携した
職業体験の場として「くしろキッズタ
ウン（参加児童数351人、協力事業所数
22事業所）」や「チャイルド１Ｄａｙ（参加児
童生徒数87人、協力事業所数68事業
所）」を開催した。また、教育委員会が学
校へ提供する職場体験事業所リストで
は、新規事業所として８４事業所を追加
した（延べ155事業所）。

【キャリア教育推進事業】
子どもたちが職業や社会の仕組み
を学ぶとともに、将来の自立につな
げるため、企業や団体等と連携した
職業体験の場として「くしろキッズタ
ウン（参加児童数412人、協力事業
所数24事業所）」や「チャイルド１Ｄａｙ
（参加児童生徒数65人、協力事業
所数65事業所）」を開催した。また、
教育委員会が学校へ提供する職場
体験事業所リストへの登載に155事
業所の協力が得られた。

【キャリア教育推進事業】
前年度に引き続き、子どもたちが職
業や社会の仕組みを学ぶとともに、
将来の自立につなげるため、企業や
団体等と連携し、職業体験の場を設
けた。また、職場体験事業所につい
ては、新規の受入事業所の開拓に
努めている。

市民協働推進課 男女平等参画の活動拠点として
H27.9月に男女平等参画センターを
開設。
講演会、セミナー等に209名の参加
を得た。また、女性のための法律相
談の実施のほか、情報提供などの
啓発を行った。

前年度に引き続き講演会等啓発事
業を行った。
また、平成２８年度よりくしろ男女いき
いき参画表彰を実施し、1団体1企
業を表彰した。

前年度に引き続き講演会等啓発事
業を行っている。
また、平成２８年度より実施している「
くしろ男女いきいき参画表彰」は、今
年度で第２回目となり、1個人1団体
の表彰を決定しており、１０月２８日に
表彰式を行う予定としている。

商業労政課 女性の就職・再就職支援事業とし
て、「スキルアップ再就職講座」、
「女性の再就職と就労に関する講座
（中間的就労体験を含む）」、「釧路
合同企業説明会」を実施した（参加
者延べ78人、就労者20人）。

女性の就職・再就職支援事業とし
て、結婚・出産・育児により離職した
女性の再就職や就労が困難な状況
にある女性の就労を支援する講座
を実施した（再就職者8名、就労者7
名）。

【再掲】
女性の創業チャレンジ支援事業とし
て、女性の創業を促すことを目的と
した講座を開催し、参加者の中から
2件が起業している。

女性の就職・再就職支援事業とし
て、引き続き結婚・出産・育児により
離職した女性の再就職や就労が困
難な状況にある女性の就労を支援
する講座を実施している。

【再掲】
女性の創業チャレンジ支援事業に
ついて、専門家を招へいし、女性の
創業ならではの課題や悩みを解消
し、創業に結びつけるためのセミ
ナーを開催するとともに、個別相談
（3件）を実施した。

ウ　女性の活躍促進

　地域に潜在する人材である女性の活躍を促進するた
め、女性の就労支援や女性が活躍しやすい環境づくりを
進める。

【具体的な事業】
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基本目標ごとの施策及び具体的事業の進捗について 資料５
【基本目標２】

H27（結果） H28（結果） H29（進捗） H30 H31

観光振興室 釧路観光コンベンション協会、北海
道コンベンション誘致推進協議会と
連携し、首都圏商談会・国際ミー
ティングエキスポに参加し、誘致活
動を行ったが釧路市開催の国際会
議誘致には至らなかった。

・釧路観光コンベンション協会、北
海道コンベンション誘致推進協議
会と連携し、首都圏商談会・国際
ミーティングエキスポに参加し、誘致
活動を行ったが釧路市開催の国際
会議誘致には至らなかった。
・平成28年度より制度化した「コンベ
ンション開催補助金」の対象会議と
して1件（全国都市清掃会議）の開
催実績を上げた。
○H28年度実績：76件　28,517人

・前年度に引き続き、釧路観光コン
ベンション協会と連携し、誘致活動
を実施。
・平成28年度より制度化した「コンベ
ンション開催補助金」の更なる周知
と誘致促進を図る。

阿寒観光振興課 ■冬季スポーツ
　・各種大会の開催誘致（スキー大
会３大会、スケート大会2大会）
　・施設、備品等の整備（スキー競
技用自動計時装置ケーブル等更新
工事、スキー競技用自動計時装置
（CT-５００））

■冬季スポーツ
　・各種大会の開催誘致（スキー大
会5大会、スケート大会2大会）
　・施設、備品等の整備（スキー大
会競技用ポール更新）

■冬季スポーツ
　・各種大会の開催誘致【予定】（ス
キー大会5大会（うち全日本スキー
選手権大会は初開催）、スケート大
会2大会）
　・施設、備品等の整備【予定】（ス
キー大会用安全対策備品（セーフ
ティネット、セーフティネット用支持
ポール等）整備）

都市経営課 行政視察誘致促進事業として、大
学のゼミ合宿等の誘致を図るべく、
「くしろ地域政策本」を作成するとと
もに、公共政策フォーラムin釧路を
開催し、１９大学260名の参加を得る
など交流人口の拡大を図った。

行政視察誘致促進事業として、6月
４日に開催された「日本地方政治学
会・日本地域政治学会2016年度東
京大会」にて「くしろ地域政策本」を
配布し、大学のゼミ合宿誘致のＰＲ
を行った。
9月12日～14日には関東学院大学
法学部のゼミ合宿受入れを行った。

前年度に引き続き、ゼミ合宿の受入
れを行っている。

市民協働推進課 通年を通した滞在を促すため秋・冬
のPRに加え、春のPR媒体の整備を
進めた。併せて長期滞在者が滞在
しやすい環境づくりを進めた

秋・冬のほかに春のPR媒体を加え
て通年の滞在のPRを展開。また、く
しろステイメンバーズカード等により
長期滞在者が滞在しやすい環境づ
くりを進めたほか、くしろ長期滞在ビ
ジネス研究会でフェイスブック、メー
ルマガジンを開始し情報発信を強
化した。

四季のPR媒体取り揃えたことにより、
通年を通したPRを実施。併せて、こ
れまでの取り組みを継続し、長期滞
在者の受入環境整備を推進してい
る。

都市経営課 シティプロモーション事業として、東
京や札幌の大型書店において、釧
路に縁のある作品を用いたPR活動
を行い、釧路の地域特性を売り込む
ことで滞在者の誘致に取り組んだ。

前年度に引き続き、東京の大型複
合書店においてPR活動を行うととも
に、本州の５つの図書館において釧
路に縁のある作品を集めた釧路特
集フェアを開催した。

前年度までのＰＲ活動は行わず、新
たなＰＲ素材の発掘に努めている。

スポーツ課 スポーツ合宿誘致推進事業として、
「釧路市スポーツ合宿誘致推進委
員会」による合宿誘致ＰＲ、合宿継
続要請活動等の実施や釧路市在住
のオリンピック・パラリンピック出場経
験者等で構成する「釧路市オリン
ピック・パラリンピック合宿誘致スー
パーバイザー」が、相互の連携を深
め、誘致活動の強化を図るため、協
議会を設立し、情報収集や誘致活
動に取り組んだ(45団体、1,206人)。

前年度に引き続き、誘致活動や情
報収集に取り組んだほか、東京オリ
ンピック･パラリンピック競技大会組
織委員会が作成する事前トレーニン
グキャンプのオンラインガイドへの掲
載などのPR活動を行った。
なお、ベトナムを相手国とした「ホスト
タウン」への第三次登録申請を行っ
たが、継続審査となったことから、交
流計画を見直した上、第四次登録
申請への準備をしていく(44団体、
1,288人)。

前年度に引き続き、誘致活動や情
報収集に取り組んでいるほか、東京
オリンピック･パラリンピック競技大会
組織委員会が作成する事前トレーニ
ングキャンプのオンラインガイドへの
掲載などのPR活動を行っている。
また、ベトナムを相手国とした「ホスト
タウン」への第四次登録が決定した
ことから、同国との交流計画の実施
に向けて取り組んでいく。

総合戦略の施策及び具体的な事業 所管
進捗報告

【基本目標２】釧路らしさを活かして人を呼び込み・呼び戻す

①釧路の強みを活かした交流人口の拡大

ア　国際会議観光都市「釧路」を活かしたМ ＩＣＥ誘致の推
進

　世界規模の国際会議を開催した実績、冷涼な気候やイ
ンフラ等を活かし、戦略的なプロモーション活動などにより
会議等の誘致を進め、交流人口の拡大を目指す。

【具体的な事業】

イ　釧路滞在誘致活動の推進
　冷涼な夏季、少雪で好天の日が多くスギ・ヒノキの花粉
が観測されない冬季など、地域の気候特性を活かし、長
期滞在や合宿など多様な滞在者の誘致を推進する。

【具体的な事業】
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基本目標ごとの施策及び具体的事業の進捗について 資料５
【基本目標２】

H27（結果） H28（結果） H29（進捗） H30 H31
総合戦略の施策及び具体的な事業 所管

進捗報告

観光振興室 管内８市町村の官民で構成する
「ウェルカム道東道！！オールくしろ
魅力発信プロジェクト」において、くし
ろ地域の魅力を発信する道央圏で
のプロモーションや各種メディアを活
用した情報発信を実施した。
国内・国外の航空会社・旅行会社等
へのセールスコールや招聘等のプロ
モーション活動を実施し、関係機関
と連携を図りながら国際便・国内便
の誘致と釧路地域・東北海道地域
の魅力ＰＲ活動を行った。
国際チャーター便については、4社
62便のチャーター便（台湾・中国）が
釧路空港に就航した。

管内８市町村の官民で構成する
「ウェルカム道東道！！オールくしろ
魅力発信プロジェクト」において、くし
ろ地域の魅力を発信する道央圏で
のプロモーションや各種メディアを活
用した情報発信を実施した。
国内・国外の航空会社・旅行会社等
へのセールスコールや招聘等のプロ
モーション活動を実施し、関係機関
と連携を図りながら国際便・国内便
の誘致と釧路地域・ひがし北海道地
域の魅力ＰＲ活動を行った。
国際チャーター便については、今年
度就航には至らなかった。

■【継続】前年度に引き続き、「ウェ
ルカム道東道！！オールくしろ魅力
発信プロジェクト」として、夏におもて
なしキャンペーンやメディアを活用し
た情報発信を実施している。
■前年度に引き続き、関係機関と連
携を図りながら釧路地域・ひがし北
海道地域の魅力ＰＲ活動を行い、
国内外からの旅行者を釧路市へ誘
客するため、継続して各事業を実
施。
・台湾、香港、タイ、フィリピンの旅行
会社等へのセールスコール及び招
聘事業等を実施。
・1社4便のチャーター便就航。
（大韓航空：７月）
・季節便（JAL中部線、ANA伊丹
線）の利用促進プロモーションを実
施。
・釧路空港の利用促進と、路線維
持、拡充に向けた航空会社への要
請活動を実施。

港湾空港振興課 事業：ＣＩＱ各機関へ、体制等充実
に関する要望を実施。
成果：ＣＩＱ各機関における他地域か
らの人的応援体制が継続されてい
る。（入管の例：釧路対応最大３人⇒
４ブース４人に拡充）（動物検疫の
例：釧路駐在無しのため都度来釧）
事業：釧路空港ビル内にデジタルサ
イネージを導入。
成果：空港内及び２次交通、観光な
どに係る情報を省スペースかつ多言
語で案内することができ、利便性向
上が図られた。
※釧路空港乗降客数
H26年　680,607人
H27年　685,511人

事業：ＣＩＱ各機関へ、体制等充実
に関する要望を実施。
成果：ＣＩＱ各機関における他地域か
らの人的応援体制が継続されてい
る。
※釧路空港乗降客数
H27年　685,511人
H28年　715,737人

・ＣＩＱ各機関への要望を継続実施。
･空港利用者に認証等の必要が無
いWi-Fi環境を提供するため、釧路
空港ビル内に新たな無線LAN設備
の導入を行う。

市民協働推進課 姉妹都市提携５０周年記念事業とし
て、ロシア連邦ホルムスク市へ訪問
団を派遣（１７人参加）したほか、カナ
ダ・バーナビー市と訪問団の相互派
遣（バーナビー訪問（公式訪問団２０
人、民間実行員会による市民訪問
団３８人）、訪問団受入２６人）を行っ
た。また、JICAベトナム青年研修（１
４人）を受け入れた。さらに外国人の
受入環境の充実を図るため、通訳
者登録制度を創設し研修を行った
（研修会参加２０人、登録者３９人）。

カナダや韓国のアイスホッケーチー
ム受入、北方四島ビザなし訪問団の
受入など、民間団体等が実施する
交流事業に協力したほか、JICA大
洋州青年研修を受け入れた。さらに
外国人の受入環境の充実を図るた
め、くしろ国際交流プラザ開設、電
話医療通訳の実証実験、通訳者登
録制度拡充を行った。

外国人傷病者への対応として、各医
療機関で導入した電話医療通訳の
利用に係る側面支援や釧路市通訳
者登録制度を通じた観光・ビジネス
等における市内在住通訳者の情報
提供を行い、外国人の受入環境の
充実を図っている。
また、くしろ国際交流プラザの運営
を通じて、来釧・在住外国人のサ
ポートの強化を図るとともに、日本人
との交流の場を提供している。さら
に、「洪水・内水ハザードマップ」の
多言語化や「津波等の防災体験と
避難所運営ゲーム研修を通じた多
文化共生まちづくりセミナー」の開催
を通じて、外国人にとって安全・安
心して訪問・生活できる多文化共生
に配慮した環境づくりの推進を図っ
ている。

道路河川課 平成28年3月12日に道東自動車道
の白糠IC-阿寒ＩＣ間が開通。
開通記念イベント等を実施し、開通
の周知や利用促進をＰＲした。

（Ｈ27で事業終了）

ウ　国内外からの交流人口の受入拡大（再掲）

　釧路の空の玄関口である「たんちょう釧路空港」や、新
たな玄関口となった「北海道横断自動車道」等の利便性
について、戦略的なプロモーション活動を行い、国内外か
らの交流人口の拡大を図る。

【具体的な事業】
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基本目標ごとの施策及び具体的事業の進捗について 資料５
【基本目標２】

H27（結果） H28（結果） H29（進捗） H30 H31
総合戦略の施策及び具体的な事業 所管

進捗報告

阿寒地域振興課 　道東自動車道阿寒ＩＣの供用貸に
向け、観光客や釧路市民、市内企
業への阿寒ＩＣの利用促進の看板の
設置、さらに、札幌圏域の住民に阿
寒ＩＣの利用ＰＲや阿寒丹頂の里の
観光誘致活動を実施した。

平成２７年度で終了 平成２７年度で終了

市民協働推進課 道内外自治体の移住・定住に係る
先進事例の収集及び事業展開方法
について検討を行った。

転入者の動向を把握するため、任
意アンケートを開始。先進事例の収
集に加え、相談内容、庁内関係課
が実施している住民アンケートの分
析を行い、事業展開の方向性につ
いて検討を行った。

転入者の動向を把握するため、任
意アンケートを継続して実施してい
る。また、移住及び二地域居住の希
望者が必要とするまちの情報等を市
公式ホームページに整備した。

商業労政課 【再掲】
ＵＩＪターン推進のため、道央圏大学
との人脈を構築し、合同企業説明会
(参加学生等59人）等各種事業を実
施。またＵＩＪターン相談会（相談者
12人）等を実施し、釧路市への人材
の誘致に取り組んだ（就職者4人）。

【再掲】
ＵＩＪターン推進のため、昨年度に引
き続き合同企業説明会（参加学生
等45人）や個別相談会（相談者17
人）事業を実施し、人材の誘致に取
り組んだ（就職者9人）。また、新たに
ＵＩＪターンＰＲリーフレットを作成し
配布している。

【再掲】
ＵＩＪターン推進のため、引き続き合
同企業説明会や個別相談会事業を
実施している。

都市経営課 シティプロモーション事業として、東
京や札幌の大型書店において、釧
路に縁のある作品を用いたPR活動
を行い、釧路の地域特性を売り込む
ことで滞在者の誘致に取り組んだ。

前年度に引き続き、東京の大型複
合書店においてPR活動を行うととも
に、本州の５つの図書館において釧
路に縁のある作品を集めた釧路特
集フェアを開催した。

前年度までのＰＲ活動は行わず、新
たなＰＲ素材の発掘に努めている。

釧路公立大学
総務課

高等教育機関の連携による学生の
地域活動拠点づくりに向け、教育
大、高専、短大それぞれに事業概
要を説明するとともに、各校が抱える
課題や地域貢献活動について聞き
取りを行った。

４校の学長・事務局長等が集まり交
流会を開催し、学生確保などについ
て意見交換が行われた。連携活動
を始めとして事業を進めることを確
認した。
その後、教育大学と公立大学での
一部の連携活動について取組を開
始した。

４校の事務レベルの会議を２回開催
し、連携項目の精査や実施時期な
どを協議中である。

ウ　国内外からの交流人口の受入拡大（再掲）

　釧路の空の玄関口である「たんちょう釧路空港」や、新
たな玄関口となった「北海道横断自動車道」等の利便性
について、戦略的なプロモーション活動を行い、国内外か
らの交流人口の拡大を図る。

【具体的な事業】

②釧路の強みを活かした移住・定住の促進

ア　釧路の強みを活かした官民や域学の連携による移
住・定住の促進

　恵まれた気候風土や医療環境などの釧路の魅力を発
信し、長期滞在の取組において蓄積された官民のノウハ
ウを活かして、二地域居住や移住者の増加を図る。また、
高等教育機関の立地を活かし、市内外から就学した学生
の将来にわたる釧路への定着を図る。

【具体的な事業】

【新】
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基本目標ごとの施策及び具体的事業の進捗について 資料５
【基本目標３】

H27（結果） H28（結果） H29（進捗） H30 H31

都市経営課 輝くまちづくり交付金（市民協働推進
課所管）の課題テーマに「結婚支
援」を設け、民間と連携した下記の
取り組みを下記のとおり実施した。

■結婚支援事業(ｼｰｽﾞｻｰﾋﾞｽ(株))
婚活講座の開催、イベントを通じた
出会いの場の提供、スタイル講座の
開催等

・女性対象アンケートを実施
女性50名対象　内有効回答45名

・スタイル講座
問合せ　個人６名／団体２件　内受
講３名

・縁結びツアー
問合せ　男性３３名／女性12名
参加者　男性１０名／女性１０名
内1組のマッチングに成功

■出会い・育て・生きるinつながる
ファーム（うつくしろ創造協議会）
8～10月に「つながるカフェ（畑作業・
交流会）」を３回開催

・第１回　8/11 男性２名／女性２名
・第２回　9/11 男性2名／女性2名
・第3回　10/29 男性12名／女性１１
名

輝くまちづくり交付金（市民協働推進
課所管）の課題テーマに「結婚支
援」を設け、民間と連携した下記の
取り組みを下記のとおり実施中

■結婚支援事業(ｼｰｽﾞｻｰﾋﾞｽ(株))
婚活講座の開催、イベントを通じた
出会いの場の提供、スタイル講座の
開催等

・8月に港祭りに合わせて浴衣で参
加する懇談会を実施

・現在、結婚支援事業に登録してい
る参加希望者は、女性11名（20代５
名、30代４名、40代２名）、男性２名

・今後は、上記懇談会でのヒアリング
の希望結果を参酌しながら、交流会
を３回ほど開催する予定。

こども育成課 北海道が行う結婚支援事業に係る
広報啓発ポスターの掲示及びチラ
シ等の設置による市民周知を行った
（14回開催、参加者131人）。

前年度に引き続き、北海道が行う結
婚支援事業に係る広報啓発ポス
ターの掲示及びチラシ等の設置によ
る市民周知を行った。（15回開催、
参加者214人）。

前年度に引き続き、北海道が行う結
婚支援事業に係る広報啓発ポス
ターの掲示及びチラシ等の設置によ
る市民周知を行っている。

商業労政課 【再掲】
若年者就労促進事業として、若年
求職者を対象に、基礎研修と職場
研修を実施し、就職促進に取組ん
だ（参加者29人、就職者21人）。
地域連携就労促進事業として、国
や道等の雇用関係機関団体と情報
を共有しながら、若年者向け講座
（基礎、資格取得支援、人手不足業
種対応）、在職者等向け講座（建設
系資格取得）人手不足業種対応
（職場見学会、人材採用・定着セミ
ナー）を実施した（参加者延べ282
人）。
若年者向け人手不足業種ＰＲ事業
として、建設業で働く若年者にインタ
ビューし、ポータルサイトやフリー
ペーパーに掲載するなど、若年者へ
の建設業のＰＲに取り組んだ。
※「建設・採掘の職業」の求人倍率
H27.3月分　1.19倍
H28.3月分　1.4倍

【再掲】
若年者就労促進事業に地域連携就
労促進事業を統合し、基礎講座、
資格取得支援講座、職場見学、職
場研修及び建設系資格取得支援を
実施した（参加者13人、就職者7
人）。
若年者向け人手不足業種ＰＲ事業
として、昨年度に引き続き、ポータル
サイトやフリーペーパーに情報を掲
載し、若年者向けに建設業のＰＲを
実施している。

【再掲】
若年者就労促進事業として、引き続
き基礎講座、資格取得支援講座、
職場見学、職場研修及び建設系資
格取得支援を実施している。

若年者向け人手不足業種ＰＲ事業
として、新たにポータルサイトの新規
ページ（家づくり、職業訓練施設の
紹介、ものづくりマイスターインタ
ビュー）を作成している。

総合戦略の施策及び具体的な事業 所管
進捗報告

【基本目標３】子どもを生み育てたいという希望をかなえる

①結婚や妊娠を支える環境づくり

ア　結婚支援や社会気運の醸成

　若者の結婚・子育てに対する不安を解消するため、講
座等の開催、北海道等が開催するセミナー等への参加促
進や民間が開催する事業への支援を行うとともに、若年
者の生活の安定化を図るための就労支援を行う。

【具体的な事業】

16



基本目標ごとの施策及び具体的事業の進捗について 資料５
【基本目標３】

H27（結果） H28（結果） H29（進捗） H30 H31
総合戦略の施策及び具体的な事業 所管

進捗報告

イ　妊娠・出産に向けた支援

　不妊治療世帯への経済的負担の軽減を図るとともに、
思春期においては、性に関する正しい知識の普及を図
り、自らが望んだ時期に妊娠できる力を育む。また、妊娠
期には、子育てに必要な知識について夫婦で学ぶことが
できる機会を提供し、不安や悩みの解消を図るため、教
育・相談体制の充実を図る。

【具体的な事業】

の普及

健康推進課 ・妊娠前からの支援として、特定不
妊治療費の助成において、男性不
妊治療へ助成を拡大した。
特定不妊治療（延88人）
男性不妊治療（平成28年1月より実
施）（利用者なし）

て、妊娠初期には母子健康手帳の
交付（１,１９４件）及び妊娠中の方へ
配慮を促すマタニティシンボルの普
及に取り組んだ。また、妊娠期間中
の不安や悩みの解消を図るため、妊
婦相談（延１２４４件）に取り組んだ。

座、依頼健康教育、思春期教育関
係職種会議を開催した。（参加者延
3,884人）

たマタニティ講座を開催（受講者延
230人）した。

・妊娠前からの支援として、特定不
妊治療費の助成において、男性不
妊治療へ助成を拡大した。
特定不妊治療（延53人）
男性不妊治療（平成28年1月より実
施）（利用者なし）

て、妊娠初期には母子健康手帳の
交付（１,023件）及び妊娠中の方へ
配慮を促すマタニティシンボルの普
及に取り組んだ。また、妊娠期間中
の不安や悩みの解消を図るため、妊
婦相談（延１,067件）に取り組んだ。

座、依頼健康教育、思春期教育関
係職種会議を開催（参加者延3,815
人）した。

たマタニティ講座を開催（受講者延
276人）した。受講したことで「妊娠・
出産・育児に対する不安の解消に
役立った」と答えた割合98.5％

前年度に引き続き妊娠・出産に向け
た支援を継続する。

・マタニティ講座を受講したことで
「妊娠・出産・育児に対する不安の
解消に役立った」と答えた割合
97.4％（9月末現在）

座、依頼健康教育、思春期教育関
係職種会議を開催（参加者延2,742
人/9月末現在）

たマタニティ講座を開催（受講者延
158人/9月末現在）

こども育成課 　子育て支援拠点センター事業、食
育事業について、継続的な取り組み
のほか、中部子育て支援拠点セン
ターサテライトを開設した（サテライ
ト利用者数7,780人）。

　前年度に引き続き、子育て支援拠
点センター事業、食育事業に取り組
んでいる。
また、中部子育て支援拠点センター
サテライトについては、常勤職員配
置による運営充実を図った。

　前年度に引き続き、子育て支援拠
点センター事業、食育事業に取り組
んでいる。

健康推進課 保護者の育児不安の解消と正しい
知識の普及を図ることにより、母子の
健康が確保されるよう、下記の事業
に取り組んだ。

4ヵ月児健診（延1,148人）
9～10ヵ月児健診（実1,031人）
1歳6ヵ月児健診（延1,241人）
3歳児健診（延1,349人）
・歯科健診
1歳6ヵ月児健診（実1,100人）
3歳児健診（実1,133人）
・3歳児健診事後教室（延175組）

人）の実施

啓発事業として情報提供及びパン
フレットの配付を行った。

と自信を持って育児に取り組めるよう
妊産婦を対象に早期育児支援事業
を実施した（産婦を対象としたもの
1,092人）

たマタニティ講座を開催（受講者延
230人）した。

保護者の育児不安の解消と正しい
知識の普及を図ることにより、母子の
健康が確保されるよう、下記の事業
に取り組んだ。

・乳幼児健診
4ヵ月児健診(延1,092人)
9～10ヵ月児健診（実1,007人）
1歳6ヵ月児健診(延1,305人)
3歳児健診（延1,334人）
・歯科健診
1歳6ヵ月児健診（実1,115人）
3歳児健診(実1,095人)
・3歳児健診事後教室(延161組)
・乳幼児・妊産婦訪問指導(延2,993
人)の実施

啓発事業として情報提供及びパン
フレットの配付を行った。

と自信を持って育児に取り組めるよう
妊産婦を対象に早期育児支援事業
を実施した（産婦を対象としたもの
1,028人）

たマタニティ講座を開催（受講者延
276人）した。

前年度に引き続き子育て期の不安
解消や悩みの支援を継続するととも
に、連携協定を締結した札幌医大
の小児生活習慣病外来の担当医に
よるキッズ健診を実施(受診者数88
人)

たマタニティ講座を開催（受講者延
158人/9月末現在）

医療年金課 子育て世帯の負担軽減を図ること
で、安心して子育てできる環境につ
ながるよう、乳幼児等医療費の助成
について、市独自の拡大について検
討。平成２８年度には拡大する予
定。

平成２８年８月から乳幼児等医療費
助成の拡大（3歳未満の医療費自己
負担の無料化）を実施した。

継続実施

ア　安全・安心な母子保健医療の充実

　母子の健康が確保されるよう、乳幼児健診・新生児訪
問、母子保健における健康診査、訪問指導、保健指導に
より、子どもの発育・発達などの面から子育て中の保護者
の不安や悩みに対する支援を行う。

【具体的な事業】

②安心して子どもを生み育てられる環境づくり
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基本目標ごとの施策及び具体的事業の進捗について 資料５
【基本目標３】

H27（結果） H28（結果） H29（進捗） H30 H31
総合戦略の施策及び具体的な事業 所管

進捗報告

学校給食課 食育を通じ、乳幼児期から正しい食
事の摂り方や、望ましい食習慣の定
着及び食を通じた豊かな人間性の
形成・家族関係づくりによる心身の健
全育成を図ることを目的に、小学
校、中学校で、鮭、秋刀魚、いか、
柳葉魚、鱈、昆布など地元で獲れた
魚類を活用した学校給食を提供し
た。

食育を通じ、乳幼児期から正しい食
事の摂り方や、望ましい食習慣の定
着及び食を通じた豊かな人間性の
形成・家族関係づくりによる心身の健
全育成を図ることを目的に、小学
校、中学校で、鮭、秋刀魚、いか、
柳葉魚、昆布など地元で獲れた魚
類を活用した学校給食を提供した。

前年度に引き続き、小学校、中学校
に、地元で獲れた魚類を活用した学
校給食の提供を行っている。

こども支援課 虐待、ネグレクトのおそれのある世帯
の早期発見を行うため、妊娠届出受
理時による保健師と関係各課との連
携及び対応、乳児家庭全戸訪問事
業の実施による世帯状況や乳児の
養育状況の把握、乳幼児健診や育
児相談等におけるアンケート結果等
により必要な支援、サービスにつな
げた。

　妊娠届出受理時における保健師
の面談の中で、虐待、ネグレクトのお
それのある世帯の早期発見・対応の
ため、必要に応じ保健師の継続支
援や関係各課との連携及び対応を
行った。
　また、乳児家庭全戸訪問事業の実
施により、世帯状況や乳児の養育環
境の把握、乳幼児健診や育児相談
等におけるアンケート結果等により
必要な支援、サービスにつなげた。

前年度に引き続き、取り組みを実施
している。

こども育成課 　利用者ニーズを踏まえた教育・保
育サービスの継続的な取り組みのほ
か、０歳児保育の拡充(10人)、保育
の必要性の認定にかかる保護者の
就労下限時間の変更(60ｈ⇒48ｈ）、
障がい児保育の拡充(9園⇒10園)を
図った。

　前年度に引き続く教育・保育事業
のほか、０歳児保育の拡充(9人)、障
がい児保育の拡充(10園⇒11園)、病
後児保育事業の試行実施（1園）、
保育利用に係る多子世帯への配慮
（保育料の軽減：国による保育料負
担軽減策の所得制限を緩和）などに
取り組んだ。

　前年度に引き続く教育・保育事業
のほか、０歳児保育の拡充(9人)、障
がい児保育の拡充(11園⇒12園)、保
育利用に係る多子世帯への配慮
（保育料の軽減：国による保育料負
担軽減策の所得制限を緩和）の継
続実施、幼児教育に係る利用者負
担額（保育料）の軽減などに取り組
んだ。

学校給食課 食育を通じ、乳幼児期から正しい食
事の摂り方や、望ましい食習慣の定
着及び食を通じた豊かな人間性の
形成・家族関係づくりによる心身の健
全育成を図ることを目的に、ふるさと
給食（9～11月に月１回実施）や、小
学校･中学校の保護者を対象に学
校給食試食会（参加者数　小学校
1，214人、中学校83人）を実施した。

食育を通じ、乳幼児期から正しい食
事の摂り方や、望ましい食習慣の定
着及び食を通じた豊かな人間性の
形成・家族関係づくりによる心身の健
全育成を図ることを目的に、ふるさと
給食（9～11月に月１回実施）や、小
学校･中学校の保護者を対象に学
校給食試食会（参加者数　小学校
946人、中学校153人）を実施した。

前年度に引き続き、ふるさと給食（9
～11月に月１回実施）や、小学校、
中学校の保護者を対象に、学校給
食試食会を実施している。

こども育成課 　地域子育て支援拠点事業、つどい
の広場事業、ファミリー・サポート・セ
ンター事業について、継続的な取り
組みのほか、放課後児童クラブの学
齢拡大（小学校1～3年生⇒1～6年
生）、子育て世帯応援リフレッシュ事
業（リフレッシュを目的とした託児）の
新設など、子育ての負担軽減のた
めの取り組みを開始した。

　前年度に引き続き、地域子育て支
援拠点事業、つどいの広場事業、
ファミリー・サポート・センター事業、
放課後児童健全育成事業などに取
り組んでいる。また、中部子育て支
援拠点センターサテライトにおける
常勤職員配置による運営充実、ファ
ミリー・サポート・センター事業におけ
るアドバイザー増員（3人⇒4人）によ
る運営体制の充実を図った。

　前年度に引き続き、地域子育て支
援拠点事業、つどいの広場事業、
ファミリー・サポート・センター事業、
放課後児童健全育成事業などに取
り組んでいる。

こども支援課 子育て支援制度の周知、制度利用
による育児負担の軽減を図る取り組
み、家庭が抱える様々な相談に対
する助言として、子育て支援ガイド
ブックの配布、ショートステイ事業、ト
ワイライトステイ事業、家庭児童相
談室フリーダイヤルの設置を行って
いる。

子育て支援制度の周知として、子育
て支援ガイドブックの配布を実施。
育児負担の軽減を図るための支援
制度として、ショートステイ事業、トワ
イライトステイ事業を行った。また、
家庭が抱える様々な相談に対応す
るため、家庭児童相談室において家
庭相談員が直接相談に応じたほか
フリーダイヤル電話を設置し相談に
対応した。

前年度に引き続き、取り組みを実施
している。

ア　安全・安心な母子保健医療の充実

　母子の健康が確保されるよう、乳幼児健診・新生児訪
問、母子保健における健康診査、訪問指導、保健指導に
より、子どもの発育・発達などの面から子育て中の保護者
の不安や悩みに対する支援を行う。

【具体的な事業】

ウ　地域における子育て支援の充実

　すべての子育て世帯への支援を行うため、子育ての負
担を軽減するサービスの提供など、きめ細やかな支援
サービスを提供するとともに、子育て支援に関する様々な
情報を積極的に提供する。

【具体的な事業】

掲）

イ　教育・保育サービスの充実

　子どもを安心して育てることができるよう、保育所などの
利用者の生活実態やニーズを踏まえ、乳児保育や病児
保育など各種のサービス提供体制の確保と質の高い
サービスの充実を図る。

【具体的な事業】
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基本目標ごとの施策及び具体的事業の進捗について 資料５
【基本目標３】

H27（結果） H28（結果） H29（進捗） H30 H31
総合戦略の施策及び具体的な事業 所管

進捗報告

健康推進課 子育て世帯が地域で安心して暮らし
ていけるよう下記の事業に取り組ん
だ。

4ヵ月児健診（延1148人）
9～10ヵ月児健診（実1031人）
1歳6ヵ月児健診（延1241人）
3歳児健診（延1349人）
・歯科健診
1歳6ヵ月児健診（実1100人）
3歳児健診（実1133人）
・3歳児健診事後教室（延175組）

人）の実施

・中高生を対象とした思春期保健講
座、依頼健康教育、思春期教育関
係職種会議を開催した。（参加者延
3,884人）

子育て世帯が地域で安心して暮らし
ていけるよう下記の事業に取り組ん
だ。

4ヵ月児健診（延1,092人）
9～10ヵ月児健診（実1,007人）
1歳6ヵ月児健診（延1,305人）
3歳児健診（延1,334人）
・歯科健診
1歳6ヵ月児健診（実1,115人）
3歳児健診（実1,095人）
・3歳児健診事後教室（延161組）

人）の実施

座、依頼健康教育、思春期教育関
係職種会議を開催（参加者延3,815
人）した。

事業の継続実施

乳幼児健診の受診率99.1％（8月末
現在）

座、依頼健康教育、思春期教育関
係職種会議を開催（参加者延2,742
人/9月末現在）

学校教育課 経済的理由（生活保護基準の１．２
倍未満の収入等）によって、就学困
難と認められる児童・生徒3,869人に
対し、就学に必要な援助（学校給食
費や修学旅行費など）を行った。

経済的理由（生活保護基準の１．２
倍未満の収入等）によって、就学困
難と認められる児童・生徒2,872人に
対し、就学に必要な援助（学校給食
費や修学旅行費など）を行った。

前年度に引き続き、同様の援助を
行っている。

こども育成課 　ファミリー・サポート・センター事
業、延長保育などの特別保育事業
について、継続的な取り組みのほ
か、放課後児童クラブの学齢拡大
（小学校1～3年生⇒1～6年生）、健
診おたすけプラン（若者健診等参加
時における託児）、子育て世帯応援
リフレッシュ事業の新設（リフレッシュ
を目的とした託児）など、仕事と家庭
の調和の実現のための取り組みを開
始した。

　前年度に引き続き、健診おたすけ
プラン、ファミリー・サポート・センター
事業、延長保育などの特別保育事
業、放課後児童健全育成事業、子
育て世帯応援リフレッシュ事業など
に取り組んでいる。
また、ファミリー・サポート・センター
事業におけるアドバイザー増員（3人
⇒4人）による運営体制の充実を
図った。

　前年度に引き続き、健診おたすけ
プラン、ファミリー・サポート・センター
事業、延長保育などの特別保育事
業、放課後児童健全育成事業、子
育て世帯応援リフレッシュ事業など
に取り組んでいる。

市民協働推進課 男女平等参画の活動拠点として
H27.9月に男女平等参画センターを
開設。
講演会、セミナー等に209名の参加
を得た。また、女性のための法律相
談の実施のほか、情報提供などの
啓発を行った。

前年度に引き続き講演会等啓発事
業を行った。
また、平成２８年度よりくしろ男女いき
いき参画表彰を実施し、1団体1企
業を表彰した。

前年度に引き続き講演会等啓発事
業を行っている。
また、平成２８年度より実施している「
くしろ男女いきいき参画表彰」は、今
年度で第２回目となり、1個人1団体
の表彰を決定しており、１０月２８日に
表彰式を行う予定としている。

住宅課 市営住宅における子育て支援策とし
て、小学校就学前の児童のいる世
帯が優先して入居できる特定目的
住宅「子育て世帯向け住宅」を新た
に設け、３戸の入居があった。

前年度に引き続き、子育て世帯向
け住宅の入居者募集を行い、６月公
募にて４戸の入居があった。
また、11月公募にて5戸の入居が
あった。

前年度に引き続き、子育て世帯向
け住宅の入居者募集を行い、６月公
募にて４戸の入居があった。
また、11月にも9戸の入居者募集を
行う予定。

こども支援課 ＤＶ防止啓発事業として、DV予防と
DV被害者支援を行い、被害者の自
立を支援する取り組みを行った。

　DV防止啓発事業として、DV防止
講演会を開催したほか、デートDV防
止啓発のためのパンフレットを作成
し関係課や関係機関と連携、主に
若年者に向けて配付を行った。
　新規事業として、女性特有の問題
に対し個人が持つ素質や能力を生
かして解決していくための講座「キラ
キラ☆WOMANお役立ち講座」を開
催した。

・前年度に引き続き、取り組みを実
施している。

ウ　地域における子育て支援の充実

　すべての子育て世帯への支援を行うため、子育ての負
担を軽減するサービスの提供など、きめ細やかな支援
サービスを提供するとともに、子育て支援に関する様々な
情報を積極的に提供する。

【具体的な事業】

掲）

オ　子どもと子育て世帯が暮らしやすい生活環境の充実

　子どもが犯罪等の被害に遭わないよう、防犯に関する
普及啓発を図る。また、子育て世帯の住宅の確保に努
め、住環境の充実を図る。

【具体的な事業】

エ　働きながら子育てしやすい環境の充実

　男女平等参画社会、仕事と家庭の調和の実現に向け、
労働者・事業主・地域住民の理解と合意形成を図るた
め、積極的に情報提供を行うとともに、セミナーなどを通じ
普及啓発に努める。

【具体的な事業】
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総合戦略の施策及び具体的な事業 所管

進捗報告

オ　子どもと子育て世帯が暮らしやすい生活環境の充実

　子どもが犯罪等の被害に遭わないよう、防犯に関する
普及啓発を図る。また、子育て世帯の住宅の確保に努
め、住環境の充実を図る。

【具体的な事業】

こども育成課 　ファミリー・サポート・センター事
業、子育て支援拠点センター事業
について、継続的な取り組みのほ
か、健診おたすけプラン（若者健診
等参加時における託児）、子育て世
帯応援リフレッシュ事業の新設（リフ
レッシュを目的とした託児）など、子
どもと子育て世帯が暮らしやすい生
活環境の充実のための取り組みを
開始した。

　前年度に引き続き、ファミリー・サ
ポート・センター事業、子育て支援
拠点センター事業、健診おたすけプ
ラン、子育て世帯応援リフレッシュ
事業などに取り組んでいる。また、
ファミリー・サポート・センター事業に
おけるアドバイザー増員（3人⇒4人）
による運営体制の充実を図った。

　前年度に引き続き、ファミリー・サ
ポート・センター事業、子育て支援
拠点センター事業、健診おたすけプ
ラン、子育て世帯応援リフレッシュ
事業などに取り組んでいる。

こども育成課 　私立幼稚園就園奨励費補助につ
いて、教育環境の充実に関し継続
的な取り組みを行っている（2,257
人）。

　前年度に引き続く事業のほか、保
育利用に係る多子世帯への配慮
（保育料の軽減：国による保育料負
担軽減策の所得制限を緩和）などに
取り組んだ。

　前年度に引き続く事業のほか、保
育利用に係る多子世帯への配慮
（保育料の軽減：国による保育料負
担軽減策の所得制限を緩和）の継
続実施などに取り組んだ。

教育支援課 【地域とともに子どもを育む学校づくり
推進事業】
地域の社会資源を活用し児童生徒
の特性等を生かした特色ある教育
活動を行う小学校15校、中学校3校
に対して、取組への支援をすること
で、学校・家庭・地域が一体となった
魅力ある学校づくりが図られた。
【魅力と特色ある学校づくり支援事
業】
総合的な学習の時間を活用した特
色ある学校づくりでは43校、ふれあ
い交流学習では2校、自然体験学習
では2校と、これらの活動を進める学
校に対し、補助金等により支援する
ことで、独自の特色ある学校づくり
や、学校間でのふれあい交流、自然
体験学習の充実が図られた。
【不登校対策事業】
福祉部局・民間団体・大学との連携
による「不登校ファースト・ステップ・
プログラム」により、家庭からの第一
歩を踏み出すことができない児童生
徒28名に対し、家庭から施設への通
所支援（延べ472回）や生活習慣等
の確立に向けた活動プログラム（活
動支援延べ701回、社会体験学習
14回）を実施し、不登校状況の改善
や家庭における教育力の向上を
図った(年度末時点で28名中7名が
登校開始または進学に繋がった）。

【地域とともに子どもを育む学校づくり
推進事業】
地域の社会資源を活用し児童生徒
の特性等を生かした特色ある教育
活動を行う小学校18校、中学校5校
に対して、取組への支援をすること
で、学校・家庭・地域が一体となった
魅力ある学校づくりが図られた。
【魅力と特色ある学校づくり支援事
業】
総合的な学習の時間を活用した特
色ある学校づくりでは41校、ふれあ
い交流学習では3校、自然体験学習
では3校と、これらの活動を進める学
校に対し、補助金等により支援する
ことで、独自の特色ある学校づくり
や、学校間でのふれあい交流、自然
体験学習の充実が図られた。
【不登校対策事業】
福祉部局・民間団体・大学との連携
による「不登校ファースト・ステップ・
プログラム」により、家庭からの第一
歩を踏み出すことができない児童生
徒33名に対し、家庭から施設への通
所支援（延べ673回）や生活習慣等
の確立に向けた活動プログラム（活
動支援延べ1,176回、社会体験学習
12回）を実施し、不登校状況の改善
や家庭における教育力の向上を
図った(年度末時点で33名中7名が
登校開始または進学に繋がった）。

【地域とともに子どもを育む学校づくり
推進事業】
コミュニティ・スクールの充実・推進
に質する活動を支援し、地域とともに
子どもを育む学校づくりを進めてい
る。
【魅力と特色ある学校づくり支援事
業】
前年度に引き続き、地域の特性に
合わせた特色ある学校づくりや、学
校間とのふれあい交流、自然体験
学習の充実等、魅力ある学校づくり
を進めている。
【不登校対策事業】
前年度に引き続き、関係機関との連
携により不登校児童生徒及び保護
者への支援を実施している。
【スクールソーシャルワーカー活用事
業】
前年度に引き続き、児童生徒が置
かれている様々な環境への働きか
けや、関係機関とのネットワークを活
用した児童生徒の支援等、スクール
ソーシャルワーカーの配置による教
育相談体制の整備を実施している。

ア　子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の充
実

　子どもが個性豊かに生きる力を身に付けられるよう、学
力の向上や豊かな心・健やかな体の育成、信頼される学
校づくり、学校の教育環境等の整備に努める。
　不登校など学校生活に適応できない児童生徒への学校
生活への復帰を支援するため、関係機関と連携を図る。

【具体的な事業】

③子どもの成長を支える環境づくり
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【スクールソーシャルワーカー活用事
業】
不登校等の児童生徒を取り巻く複雑
な環境への働きかけを行うため、教
育分野の知識に加えて社会福祉等
の専門的な知識や経験のあるス
クールソーシャルワーカー2名を配置
し、児童生徒132名に対し、学校・家
庭・地域の連携の繋ぎ手となる支援
を展開した（不登校児童生徒20名
中5名が問題が解決または好転）。
【いじめ問題対策】
「いじめ・非行防止新聞」の発行によ
るいじめ問題の啓発活動、スクール
カウンセラー10名（北海道から派遣
される者を含む）の配置や「いじめ
カットライン（電話･メールによる相
談）」等による教育相談体制の充
実、「Ｑ－Ｕ（学校生活における満足
度を測る心理テスト）」や「アセス（学
校生活への適応感を捉える生活ア
ンケート）」の実施による学校への支
援等、いじめの未然防止と早期発
見、早期解決に係る事業を展開し
た。

【スクールソーシャルワーカー活用事
業】
不登校等の児童生徒を取り巻く複雑
な環境への働きかけを行うため、教
育分野の知識に加えて社会福祉等
の専門的な知識や経験のあるス
クールソーシャルワーカー3名を配置
し、児童生徒117名に対し、学校・家
庭・地域の連携の繋ぎ手となる支援
を展開した（不登校児童生徒38名
中17名が問題が解決または好転）。
【いじめ問題対策】
「いじめ・非行防止新聞」の発行によ
るいじめ問題の啓発活動、スクール
カウンセラー10名（北海道から派遣
される者を含む）の配置や「いじめ
カットライン（電話･メールによる相
談）」等による教育相談体制の充
実、「Ｑ－Ｕ（学校生活における満足
度を測る心理テスト）」や「アセス（学
校生活への適応感を捉える生活ア
ンケート）」の実施による学校への支
援等、いじめの未然防止と早期発
見、早期解決に係る事業を展開し
た。

【いじめ問題対策】
前年度に策定した「いじめ防止基本
方針」に基づき、いじめの防止等の
対策を総合的かつ効果的に推進し
ている。「釧路市青少年問題協議
会」により、関係機関・団体との連携
を図るとともに、「釧路市いじめ防止
対策委員会」の設置により、いじめの
防止等のための有効な対策につい
て検討している。
【確かな学力向上推進事業】
前年度に引き続き、児童生徒の確
かな学力の向上に関する事業を展
開しており、学力向上に向けた検証
改善サイクルの確立と効果的な運
用に努めている。

【確かな学力向上推進事業】
児童生徒の基礎的な学習内容の定
着や知識・技能の最大限の発揮に
向け、釧路市標準学力検査の実
施、釧路市学校改善プランの作成、
長期休業中及び放課後における学
生ボランティア等を活用した補習の
実施、北海道教育委員会配布問題
（チャレンジテスト）の活用等を展開
した。
※標準学力検査の目標達成状況
小３（国語：同程度、算数：同程度）
小4（国語：下回る、算数：同程度）
小5（国語：同程度、算数：下回る）
中１（国語：同程度、数学：同程度）
中2（国語：同程度、数学：同程度）

生涯学習課 ＜子ども読書活動推進事業＞
・釧路市子ども読書活動推進計画
の策定

＜子ども読書活動推進事業＞
・学校ブックフェスティバルの実施
　　東雲小学校　9/17(土)
　　鳥取小学校　11/5(土)
・釧路市子ども読書活動推進懇話
会の開催  9/5(月)
・年齢別ブックリストの作成・配付

＜子ども読書活動推進事業＞
・学校ブックフェスティバルの実施
　　朝陽小学校　　　5/27(土)
　　美原小学校　　　8/26(土)
　　鳥取西中学校　10/21(土)
・釧路市子ども読書活動推進懇話
会開催予定。
・年齢別ブックリストの作成・配布

学校教育課 経済的理由により修学が困難な大
学28人、専修学校9人、高等学校3
人の進学者に対し奨学金を貸与し
た。（学業・人物・身体及び家計の
状況等を検討し、総合的に判定して
選考する。）

経済的理由により修学が困難な大
学26人、専修学校6人、高等学校1
人の応募者全員に対し奨学金を貸
与した。（募集枠を超えた場合には、
学業・人物・身体及び家計の状況等
を検討し、総合的に判定して選考す
る。）

前年度に引き続き、同様の支援を
行っている。

ア　子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の充
実

　子どもが個性豊かに生きる力を身に付けられるよう、学
力の向上や豊かな心・健やかな体の育成、信頼される学
校づくり、学校の教育環境等の整備に努める。
　不登校など学校生活に適応できない児童生徒への学校
生活への復帰を支援するため、関係機関と連携を図る。

【具体的な事業】

教育支援課
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基本目標ごとの施策及び具体的事業の進捗について 資料５
【基本目標３】

H27（結果） H28（結果） H29（進捗） H30 H31
総合戦略の施策及び具体的な事業 所管

進捗報告

こども育成課 　児童に健全な遊びを与えて、その
健康を増進し、情操をゆたかにする
ことを目的とした児童館運営事業に
ついて、継続的な取り組みを行って
いる（利用者数322,084人）。

　前年度に引き続き、その健康を増
進し、情操をゆたかにすることを目
的とした児童館運営事業について、
継続的な取り組みを行った（利用者
数326,944人）。

　前年度に引き続き、その健康を増
進し、情操をゆたかにすることを目
的とした児童館運営事業について、
継続的な取り組みを行っている。

こども支援課 中学校修了前の児童を養育する父
母などに児童手当を支給している。
27年度受給者数　11,195人

中学校修了前の児童を養育する父
母などに児童手当を支給している。
28年度受給者数　10,828人

前年度に引き続き、取り組みを実施
している。

教育支援課 【放課後子ども教室の運営】
放課後等に興津小学校の利用可能
教室を活用し、子どもたちの居場所
を確保するとともに、勉強やスポー
ツ、文化活動、地域住民との交流活
動等、様々な活動を通して児童の
健全育成を図る「放課後チャレンジ
教室」に延べ3,854名の参加があっ
た。
【子ども体験学習事業】
子どもたちに多様な交流や体験活
動の機会を提供する「まなぼっとわく
わく体験隊」に小学校4～6年生の延
べ216名の参加があり、様々な体験
活動を通して青少年の育成が図ら
れた。
【中学生対象赤ちゃんふれあい体験
事業】
中学校1校において赤ちゃんふれあ
い体験事業を実施し、3年生（36名）
が、乳幼児やその家族とのふれあい
を通して、生命の大切さ、育児や子
どもの成長に対する親の喜び・責任
について考える等、健全な母性・父
性を育てるきっかけとなった。

【放課後子ども教室の運営】
放課後等に興津小学校の利用可能
教室を活用し、子どもたちの居場所
を確保するとともに、勉強やスポー
ツ、文化活動、地域住民との交流活
動等、様々な活動を通して児童の
健全育成を図る「放課後チャレンジ
教室」に延べ4,635名の参加があっ
た。
【子ども体験学習事業】
子どもたちに多様な交流や体験活
動の機会を提供する「まなぼっとわく
わく体験隊」に小学校4～6年生の延
べ315名の参加があり、様々な体験
活動を通して青少年の育成が図ら
れた。
【中学生対象赤ちゃんふれあい体験
事業】
中学校1校において赤ちゃんふれあ
い体験事業を実施し、1～3年生（23
名）が、乳幼児やその家族とのふれ
あいを通して、生命の大切さ、育児
や子どもの成長に対する親の喜び・
責任について考える等、健全な母
性・父性を育てるきっかけとなった。

【放課後子ども教室の運営】
前年同様、放課後等に小学校の利
用可能教室を活用し、子どもたちの
居場所を確保するとともに、勉強や
スポーツ、文化活動、地域住民との
交流活動等、様々な活動を通して
児童の健全育成を図る「放課後チャ
レンジ教室」を実施している。
【子ども体験学習事業】
前年度に引き続き、小学校4～6年
生を対象に多様な交流活動や体験
活動の機会を提供し、青少年の育
成を図っている。
【中学生対象赤ちゃんふれあい体験
事業】
昨年度に引き続き、中学校1校にお
いて、赤ちゃんふれあい体験事業を
実施し、乳幼児やその家族とのふれ
あいを行い、生命の大切さ、育児や
子どもの成長に対する親の喜び・責
任について考え、健全な母性・父性
を育てるきっかけとなるよう努めてい
る。

生涯学習課 子ども体験学習事業
・市民学園講座「まなぼっとわくわく
体験隊」を１３回実施した。
・市民学園講座「子どもチャレンジ」
を５回実施した。

子ども体験学習事業
・市民学園講座「まなぼっとわくわく
体験隊」を１３回実施した。
・市民学園講座「子どもチャレンジ」
を５回実施した。

前年に引き続き、講座を実施してい
る。

イ　児童の健全育成

　遊びを通じた仲間関係の形成、児童の社会性の発達と
規範意識の形成を図るため、児童が放課後や週末などに
安全に過ごすことができる居場所づくりの推進を図る。
　また、家庭における経済的負担の軽減や健やかな成長
を支援するための取組を行う。

【具体的な事業】
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進捗報告

教育支援課 【コミュニティ・スクールの推進】
学校・家庭・地域が連携した「地域と
ともにある学校づくり」を進めるため、
調査研究5校については、コミュニ
ティ・スクール指定に向けた課題の
解決方法や運用方法、学校運営に
あたり関係する機関や組織との連携
を進めるための研究・開発に取り組
み、指定4校については、コミュニ
ティ・スクールの充実・改善に関する
研究及び実践に取り組んだ。
【学校支援ボランティア事業】
学校支援ボランティアの登録者数
が全校合わせて675名あり、36校で
読み聞かせ等の様々な活動を実施
した。また、教育支援ボランティアス
テーションの登録者数が241名あり、
イベントのやレクリエーションの活動
支援等、計14回で延べ214名が活動
に携わった。地域住民や保護者等
が教育活動を支援することで、地域
と学校の連携が図れるとともに、子ど
もたちの学びが深まった。
【家庭教育支援事業】
家庭教育講座「ほわっと」を15回実
施し、受講者が375名に上った。ま
た、全小学校（26校）の新入学児童
保護者説明会において、「子育て講
話」を実施し、約1,400名の保護者の
参加を得るなど、すべての教育の出
発点である家庭教育の充実が図ら
れた。

【コミュニティ・スクールの推進】
学校・家庭・地域が連携した「地域ととも
にある学校づくり」を進めるため、調査研
究2校については、コミュニティ・スクール
指定に向けた課題の解決方法や運用
方法、学校運営にあたり関係する機関
や組織との連携を進めるための研究・開
発に取り組み、指定7校については、コ
ミュニティ・スクールの充実・改善に関す
る研究及び実践に取り組んだ。
【学校支援ボランティア事業】
学校支援ボランティアの登録者数が全
校合わせて760名あり、読み聞かせ等の
様々な活動を実施した。また、教育支援
ボランティアの登録者数が175名あり、イ
ベントやレクリエーションの活動支援等
の活動に携わった。新たにコミュニティ・
スクール指定校の一部に学校と地域を
繋ぐ地域コーディネーターや、地域コー
ディネーターとの連絡調整、その他学
校・家庭・地域の連携協力推進の役割
を担う統括コｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰを配置した。
【家庭教育支援事業】
家庭教育講座「ほわっと」を14回実施
し、受講者が343名に上った。また、全小
学校（26校）の新入学児童保護者説明
会において、「子育て講話」を実施し、約
1,200名の保護者の参加を得るなど、す
べての教育の出発点である家庭教育の
充実が図られた。

【コミュニティ・スクールの推進】
指定校9校において、コミュニティ・ス
クールの充実・改善に関する研究を
実施している。
【学校支援ボランティア事業】
学校支援ボランティアや教育支援
ボランティアの活動を推進し、コミュ
ニティ・スクール指定校を中心に、
学校と地域を繋ぐ地域コーディネー
ターを配置する等、より一層学校・家
庭・地域の連携を強化すべく教育支
援体制の充実を図っている。
【家庭教育支援事業】
前年度に引き続き、家庭教育に関
する情報の発信や、子育て講座の
実施等により、親同士の繋がり、地
域の繋がり、学校・行政との繋がりを
強め、家庭の教育力の向上に努め
ている。

教育総務課 「学校・家庭・地域と共に考える教育
懇談会」を市内６ブロックで開催し、
教育委員会の取り組みの説明や参
加者との意見交換を行った。（11/2
阿寒湖小、11/4桜が丘小、11/6城
山小、11/9共栄小、11/12昭和小、
11/13音別小）

「学校・家庭・地域と共に考える教育
懇談会」を市内６ブロックで開催し、
教育委員会の取り組みの説明や参
加者との意見交換を行った。（10/31
武佐小、11/1大楽毛中、11/2美原
小、11/4興津小、11/10音別小、
11/11阿寒湖中）

「学校・家庭・地域と共に考える教育
懇談会」を市内６ブロックで開催予
定。（会場未定）

「学校・家庭・地域と共に考える教育
懇談会」を市内６ブロックで開催予
定。（会場未定）

「学校・家庭・地域と共に考える教育
懇談会」を市内６ブロックで開催予
定。（会場未定）

こども支援課 児童虐待防止に対する取り組みとし
て、家庭福祉推進連絡協議会の開
催、児童虐待対応職員研修会の開
催、児童虐待防止パンフレットの配
布、児童虐待防止オレンジリボンの
着用の推進、児童虐待防止講演会
の開催、養育支援事業（教育支援
を含む）や産後支援事業を実施し、
要保護児童の早期発見や適切な保
護、関係機関との情報や考え方の
共有、適切な連携の下での対応を
行った。

　児童虐待防止に対する取り組みと
して、家庭福祉推進連絡協議会の
開催、児童虐待対応職員研修会の
開催、児童虐待防止パンフレットの
配布、児童虐待防止オレンジリボン
の着用の推進、児童虐待防止講演
会の開催、養育支援事業（教育支
援を含む）や産後支援事業を実施
し、要保護児童の早期発見や適切
な保護、関係機関との情報や考え
方の共有、適切な連携の下での対
応を行った。

前年度に引き続き、取り組みを実施
している。

健康推進課 児童虐待の発生を予防するため下
記の事業に取り組んだ。
・育児（養育）支援家庭訪問事業を
実施した（延１,１９４人）【健康推進課
分は再掲】

と自信を持って育児に取り組めるよう
妊産婦を対象に早期育児支援事業
を実施した（産婦を対象としたもの
1,092人）

児童虐待の発生を予防するため下
記の事業に取り組んだ。
・育児（養育）支援家庭訪問事業を
実施した（延１,416人）【健康推進課
分は再掲】

と自信を持って育児に取り組めるよう
妊産婦を対象に早期育児支援事業
を実施した（産婦を対象としたもの
1,028人）

引き続き、地域全体で子どもを守る
支援体制を構築し、情報の共有に
努める

ウ　家庭や地域の教育力向上

　子どもを地域社会全体で育てることを目的に、学校や家
庭、地域連携の下、家庭や地域の教育力を総合的に高
めることに努める。

【具体的な事業】

④配慮を要する子どもと家庭を支える環境づくり

ア　児童虐待防止対策の充実

　児童虐待による深刻な被害を防ぐため、医療、保健、教
育等の関係機関を含め、地域全体で子どもを守る支援体
制を構築し、情報の共有に努める。

【具体的な事業】
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イ　ひとり親家庭の自立支援対策の充実

　ひとり親家庭の児童の健全な育成を図るため、相談体
制の充実や経済的支援策等、総合的に取り組む。

【具体的な事業】

こども支援課 ・ひとり親家庭に対する相談業務、
経済的自立を支援するための就労
自立支援促進事業（企業体験事
業、企業説明会事業、お父さん・お
母さんの自習室）、児童扶養手当及
び災害遺児手当の支給、日常生活
支援としての母子・父子家庭ホーム
ヘルパー派遣事業を行った。
・第４次ひとり親家庭自立促進計画
を策定した。
27年度受給者数
・児童扶養手当　3,035人
・災害遺児手当　9人

　ひとり親家庭に対する相談業務、
経済的自立を支援するための就労
自立支援促進事業（企業体験事
業、企業説明会事業、お父さん・お
母さんの自習室）、児童扶養手当及
び災害遺児手当の支給、日常生活
支援としての母子・父子家庭ホーム
ヘルパー派遣事業を行った。
　新規事業として、保護者の学び直
し事業（ひとり親家庭高等学校卒業
程度認定試験合格支援事業）、子
育て・仕事両立啓発講演会を実施
した。
28年度受給者数
・児童扶養手当　2,934人
・災害遺児手当　9人

前年度に引き続き、取り組みを実施
している。

障がい福祉課 　地域生活を支えるサービスとして、
日中一時支援（利用者数延べ８２７
人）、移動支援事業を実施。日中活
動の場の確保を図るため、釧路市
障がい者自立支援協議会生活支援
部会にて、生活介護事業所等への
日中一時支援事業への参入の働き
かけを行った（新規参入事業所６件
で、平成27年度末49事業所）。

　平成２８年度に実施した日中一時
支援事業のアンケートの結果を踏ま
え、障がい者移動支援、日中一時
支援(タイムケア）事業の制度の見
直しを行い、利用対象者の拡充を
行った。
 (対象者)
・障害福祉サービス受給者証及び
障害児通所支援の対象となる児童
(拡充)
・身体、療育、精神障害者保健福祉
手帳を所持している者・児童
・障がいを有することを証明する診
断書等(拡充)

　平成２８年度に実施した日中一時
支援事業のアンケートの結果を踏ま
え、障がい者移動支援、日中一時
支援(タイムケア）事業の制度の見
直しを行い、利用対象者の拡充を
行った。

こども育成課 　幼稚園の障がい児受入の充実（障
がい児を受入れている幼稚園への
補助（12園））、障がい児保育事業に
ついて、継続的な取り組みのほか、
障がい児保育の拡充(9園⇒10園)を
図った。

　前年度に引き続き、幼稚園の障が
い児受入の充実（障がい児を受入
れている幼稚園への補助）、障がい
児保育事業に取り組んでいる。ま
た、H28においても障がい児保育の
拡充（10園⇒11園）を図った。

　前年度に引き続き、幼稚園の障が
い児受入の充実（障がい児を受入
れている幼稚園への補助）、障がい
児保育事業に取り組んでいる。ま
た、H29においても障がい児保育の
拡充（11園⇒12園）を図った。

こども支援課 身体又は精神に障がいのある２０歳
未満の児童を養育している父母など
に特別児童扶養手当を支給してい
る。
27年度受給者数　505人

身体又は精神に障がいのある２０歳
未満の児童を養育している父母など
に特別児童扶養手当を支給してい
る。
28年度受給者数　470人

前年度に引き続き、取り組みを実施
している。

教育支援課 【特別支援教育の充実】
教育支援委員会については、年間３
回の定例委員会を開催し、各専門
部会による調査、検査、判定を２３３
件実施した。また、３３０件の巡回相
談や、特別支援教育指導員（55名）
を対象とした研修会を年２回実施、ワー
キングチーム会議等の会議を開催し
た。
その他、特別支援学級の運営（学級の
配置、予算配当・備品購入、肢体学級
在籍者等の通学助成）や各種行事（学
芸発表会や教育展、宿泊交流会）に係
る支援を実施した。
※特別支援学級の在籍数（平成27年5
月1日）
450名

【特別支援教育の充実】
教育支援委員会については、年間３
回の定例委員会を開催し、各専門
部会による調査、検査、判定を219
件実施した。また、414件の巡回相
談や、特別支援教育指導員（52名）
（5月1日現在）を対象とした研修会
を年２回実施、ワーキングチーム会
議等の会議を開催した。
その他、特別支援学級の運営（学級
の配置、予算配当・備品購入、肢体
不自由学級在籍者等の通学助成）
や各種行事（学芸発表会や教育
展、宿泊交流会）に係る支援を実施
した。
※特別支援学級の在籍数（平成28
年5月1日）501名

【特別支援教育の充実】
前年度に引き続き、教育支援委員
会に係る面接検査や巡回相談等を
実施している。

ウ　障がい児支援対策の充実
　
　障がい児の健全な発達を支援し、身近な地域で安心し
て生活できるよう、適切な福祉サービスの提供、教育支
援体制の整備等を総合的に取り組む。

【具体的な事業】
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基本目標ごとの施策及び具体的事業の進捗について 資料５
【基本目標３】

H27（結果） H28（結果） H29（進捗） H30 H31
総合戦略の施策及び具体的な事業 所管

進捗報告

児童発達
支援センター

平成２５年度より児童発達支援セン
ターとして、通所利用の障がい児へ
の療育支援（延べ11,288件）だけで
はなく、地域支援として発達や障が
いのある子どもの相談・評価（延べ
424件）、保育所等関係機関への訪
問支援（延べ307件）などを行い、地
域の中核的な療育支援施設として
の役割を担ってきた。

引き続き地域の中核的な療育支援
施設として、通所利用の障がい児へ
の療育支援及び地域支援に努め、
保育所等で増加している集団適応
が難しい子どもの支援体制の充実の
ために、保育所等における事例検討
会・ミニ研修会、保育所での個別指
導を実施するとともに、各種研修会
に参加しスタッフのスキルアップを
図った。また、通所児の保護者が子
どもの特徴を理解し、関わり方を知る
ための保護者支援事業（スタッフの
スキルアップのための研修会参加、
保護者を対象とした学習会の開催）
の実施に向けて準備を進めた。

引き続き地域の中核的な療育支援
施設としての役割を担っていくととも
に、保育所等で増加している集団適
応が難しい子どもの支援体制の充
実のために、保育所等における事例
検討会・ミニ研修会、保育所での個
別指導を実施するとともに、通所児
の保護者が子どもの特徴を理解し、
関わり方を知るための保護者支援事
業（スタッフのスキルアップのための
研修会参加、保護者を対象とした学
習会の開催）を行っている。

ウ　障がい児支援対策の充実
　
　障がい児の健全な発達を支援し、身近な地域で安心し
て生活できるよう、適切な福祉サービスの提供、教育支
援体制の整備等を総合的に取り組む。

【具体的な事業】
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基本目標ごとの施策及び具体的事業の進捗について 資料５
【基本目標４】

H27（結果） H28（結果） H29（進捗） H30 H31

ア　障がい者への就労支援の充実

　障がい者の一般就労の促進を図るとともに、一般就労
の難しい障がい者の福祉的就労における工賃水準の向
上を促進するため、就労支援施策を実施する。

【具体的な事業】

障がい福祉課 　就労支援及び相談支援等を行う
事業所等に対し、就労支援プロセス
に合わせた基礎研修（10回、参加事
業所10件91人,教育機関3件29人）
を実施し、就労支援担当職員等の
スキルの向上及び職場定着支援の
促進が図られた。

　障がい者の一般就労及び職場定
着の促進のため、職場実習事業等
を実施するとともに、企業（50人以
上）に対しアンケートを実施。障がい
者雇用の課題等を把握した上で、
企業内従業員向け研修及び企業
向け研修会等を開催し、障がい者
雇用の理解及び職場定着の促進が
図られた。

障がい者の一般就労及び職場定着
の促進のため、職場実習事業等を
実施するとともに、企業向け雇用促
進啓発事業として、法定雇用率適
用企業への啓発、訪問支援、障が
い者雇用職場等見学会等を実施。

イ　生活困窮者等への就労支援の充実

　生活保護受給者及び生活困窮者に対し、自立へ向けた
各種支援施策を実施する。

【具体的な事業】

生活福祉事務
所

生活保護受給者及び生活困窮者
に対して、就労体験等により就労意
欲を向上させ（339人）、ハローワー
クや無料職業紹介事業を活用し、
就労に結びつけた（425人）。
※参考：被保護実人員(月平均)
H26年度9,495人⇒H27年度9,208人

生活保護受給者及び生活困窮者
に対して、就労体験等により就労意
欲を向上させ（214人）、ハローワー
クや無料職業紹介事業を活用し、
就労に結びつけた（466人）。
※参考：被保護実人員(月平均)
H27年度9,208人⇒H28年度8,928人

前年度に引き続き、生活保護受給
者及び生活困窮者に対して、自立
へ向けた就労支援を実施している。

ア　地域包括ケアシステムなどの高齢者を支える仕組み
づくり

　介護が必要になった場合でも、住み慣れた自宅や地域
で安心して暮らし続けることができるよう、医療や介護、
予防、住まい、生活支援を切れ目なく提供する「地域包括
ケアシステム」の構築を進めるなど、高齢者に対する支援
体制の充実を図る。

【具体的な事業】

提供体制推進事業【新】

介護高齢課 ・医療と介護の連携推進事業につい
　ては、関係機関と協力し地域課題
　の把握や、情報共有ツールについ
　ての検討を行った。
・認知症対策推進事業については、
　地域包括支援センターと協働し、
　認知症サポーター養成講座や、市
　及び従事者向けの認知症講習会
　等を実施した（参加者延べ487
人）。
・新しい総合事業に係る生活支援・
　介護予防サービスの提供体制推
　進事業、地域包括支援センター
機
　能強化事業、釧路市ボランティア
　人材育成事業については、来年
度
　からの事業実施に向け、事業内容
　等についての検討を行った。

・医療と介護の連携推進事業につい
　ては、情報共有ツール「つながり手
　帳（仮称）」の来年度からの運用に
　向け、市内の医療・介護関係者と
　の意見交換会を実施するなど、関
　機関と連携し準備を行った。
・認知症対策推進事業については、
　前年度から引き続き、地域包括支
　援センターと協働し実施した。
・新しい総合事業に係る生活支援・
　介護予防サービスの提供体制推
　進事業【新】と地域包括支援セン
　ター機能強化事業については、
　平成28年4月より、市内各地域包
　括支援センターへ「生活支援コ
　ーディネーター」を1名づつ配置し
　協議体設置や介護予防事業等の
　各事業を実施した。
・釧路市ボランティア人材育成事業
　として、「ご近所ボランティア講座」
　（活動人数　延べ433人）や「介護
　予防サポーター養成講座」（H28
登
　録者数　111人）を実施した。

・医療と介護の連携推進事業につい
ては、「釧路市つながり手帳」を５月
に開催した医療・介護関係者への
説明会後から運用を開始している。
・認知症対策推進事業については、
地域包括支援センターと協働し実
施している。
・新しい総合事業が4月から開始し、
生活支援・介護予防サービスの提
供体制推進事業と地域包括支援セ
ンター機能強化事業については、7
地域包括支援センターに各１名づつ
配置した「生活支援コーディネー
ター」が中心となり、「協議体」の開
催や、「住民等主体の通所サービス
（おたっしゃサービス）」実施に向け
た支援等を行っている。
・釧路市ボランティア人材育成事業
については、「ご近所ボランティア講
座」と、「介護予防サポーター養成
講座」を開催している。

イ　医療体制の整備

　将来の医療需要を見据えた医療施設の整備を行い、広
域的な医療体制を構築するとともに、関係機関との連携
を図り、地域に密着した医療の充実に向けた取組を実施
する。

【具体的な事業】

健康推進課 地域の医療機関と連携を図りなが
ら、３６５日の医療体制の確保とともに
休日夜間の急病に対応できる救急
医療体制の維持に努めた。

地域の医療機関と連携を図りなが
ら、３６５日の医療体制の確保とともに
休日夜間の急病に対応できる救急
医療体制の維持に努めた。

引き続き地域の医療機関と連携し
身近な地域で安心して医療を受け
られる体制の維持に努める。

総合戦略の施策及び具体的な事業 所管
進捗報告

【基本目標４】安心な暮らしをつくる

①地域生活を支える福祉支援対策

②医療・保健・福祉サービスの充実
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基本目標ごとの施策及び具体的事業の進捗について 資料５
【基本目標４】

H27（結果） H28（結果） H29（進捗） H30 H31
総合戦略の施策及び具体的な事業 所管

進捗報告

病院医療管理課 平成２７年９月より、施設整備方針を
基に病院増改築に向けて、図面の
作製等を行う基本設計に着手した。
また、医療施設の整備を図り、医療
機能の維持に努めるため、必要な
医療機械の整備を行った。
【主な医療機械】
　〇ダビンチ外科手術システム
　〇白内障・硝子体手術装置
　〇内視鏡手術システム

※市立釧路総合病院
病床数643床、職員定員817人
診療科25科
入院患者数延べ183,644人
通院患者数延べ332,018人

前年度から実施していた病院増改
築に係る基本設計を平成２８年９月
に完了した。
現在は、基本設計で作製した図面
等を基に、実施設計に着手してい
る。
また、前年度に引き続き、医療機械
の整備を行った。
【主な医療機械】
　〇医用画像情報システム
　〇回診用X線撮影装置
　〇内視鏡情報管理システム
　〇乳房用超音波画像診断装置

※市立釧路総合病院
病床数643床、職員定員819人
診療科25科
入院患者数延べ183,108人
通院患者数延べ328,856人

基本設計で作製した図面等を基
に、昨年度から実施設計に着手して
おり、今年度完成予定。
また、前年度に引き続き、医療機械
の整備を進めている。
【医療機械の整備】
　○核医学診断用ガンマカメラ
　○超音波診断装置
　○手術用内視鏡システム
　○人工心肺装置

※市立釧路総合病院
病床数643床、職員定員825人
診療科26科

高等看護学院 学院内のWi-Fi環境を整備し、タブ
レット端末やデジタル教科書導入に
よりインターネットによる検索も瞬時
に可能となり、学習の効率が上がっ
た。
※入学生
Ｈ26年度31人、Ｈ27年度30人
※卒業生
Ｈ26年度27人、Ｈ27年度32人
※卒業生のうち市内就職(看護職)
Ｈ26年度26人、Ｈ27年度29人

前年度に引き続き、タブレット端末、
デジタル教科書を導入し学習効率
の向上を図った。

入学生　30人
卒業生　26人
卒業生のうち市内就職（看護職）
23人

H27年度から３カ年計画で、タブレッ
ト端末、デジタル教科書を導入し学
習効率の向上を図っている。

入学生　30人

ウ　働く世代の健康を支える環境整備

　予防可能な疾患による早世や障害を減らすため、若い
世代から健康づくりに取り組めるよう健診体制の整備や、
仕事で忙しい働く世代が気軽に生活習慣改善に取り組め
る環境を整備する。

【具体的な事業】

健康推進課
病を予防するため若者健診を実施
するとともに、その健診結果を基に
保健指導を実施（受診者数451人）

病を予防するため若者健診を実施
するとともに、その健診結果を基に
保健指導を実施（受診者数681人）

健康に関する環境整備に引き続き
取り組んで行く。
・若者健診については、定員数を
740名から800名に増加（9月末現在
受診数366人）

エ　介護サービス基盤整備の促進

　高齢化の進行に伴い、介護を必要とする方が年々増加
していることに対応するため、介護保険施設等の計画的
な整備を促進する。

【具体的な事業】

介護高齢課 第６期高齢者保健福祉計画・介護
保険事業計画において、平成２７年
度中の整備計画は無いため、整備
は行っていない。

第６期高齢者保健福祉計画・介護
保険事業計画に則り、グループホー
ム増床１施設、新規１施設、特養１施
設増床（10床）の整備を実施。

第６期高齢者保健福祉計画・介護
保険事業計画に則り、グループホー
ム新規１施設、特養１施設新規１施
設の（80床）の整備を実施している。
（開設Ｈ30）

オ　高齢者が元気なまちづくり

　高齢者が地域で役割を果たしながら生きがいを持って
暮らせるよう、積極的な社会参加を促進するなど、高齢者
が元気なまちづくりを推進する。

【具体的な事業】

介護高齢課 70歳以上の非課税の市民を対象と
してバス券等を給付する高齢者バ
ス等助成事業（対象者25,802人に
対し14,192人に助成）を実施。
老人クラブ連合会や地区老連（２０
地区）や老人クラブ（17４件）へ補助
金を支出。

敬老大会・鶴風荘まつり・清風荘ま
つり・よねまちプラザフェスティバル
などの
高齢者と子どもの交流イベントを開
催（延べ参加者数1,624人）。

70歳以上の非課税の市民を対象と
してバス券等を給付する高齢者バ
ス等助成事業（対象者25,891人に
対し14,084人に助成）を実施。
老人クラブ連合会や地区老連（20
地区）や老人クラブ（162件）へ補助
金を支出。

敬老大会・鶴風荘まつり・清風荘ま
つり・よねまちプラザフェスティバル
などの高齢者と子どもの交流イベン
トを開催（延べ参加者数1,460人）。

前年度に引き続き同様の事業を実
施している。ただし、敬老大会につ
いては台風により中止となった。
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基本目標ごとの施策及び具体的事業の進捗について 資料５
【基本目標４】

H27（結果） H28（結果） H29（進捗） H30 H31
総合戦略の施策及び具体的な事業 所管

進捗報告

障がい福祉課 　地域の生活支援体制として重要な
機能を担う、基幹、虐待、成年後見
の各センターについて、研修会等を
開催するなどの様々な機会を活用
し周知を図り、一層の活用の働きか
けを行った。
　地域生活支援拠点整備事業に向
けて、社会資源の状況を把握する
ため、事業所アンケートを実施し
た。

※各センターの相談支援件数
・基幹相談支援センター
H26年度6,274件、H27年度6,752件
・虐待防止センター
H26年度43件、H27年度86件
・成年後見センター
H26年度711件、H27年度1,130件

　前年度に引き続き、町内会にチラ
シを配布するなど、各センターの周
知に取り組んでいる。
　地域生活拠点整備事業につい
て、釧路障がい福祉計画等圏域連
絡協議会において、整備の進め方
について協議を行った。

　前年度に引き続き、様々な広報媒
体を活用し、各センターの周知に取
り組んでいる。
　地域生活拠点整備事業について
は、重症心身障がい者・児に対する
短期入所アンケート等の実施によ
り、地域のニーズ等の把握を行い、
整備に向けての検討を進めている。

地域福祉課 ・災害時要援護者名簿の維持更新
をして、有事の際に備えるとともに、
避難行動要支援者名簿の作成準
備を行った。

・釧路市地域安心ネットワーク事業
として、地域をさりげなく見守り、必要
な支援につなげるため、見守り活動
協力事業者の募集を行った。（10業
種４０事業所）

・避難行動要支援者名簿の作成（３,
１０１人分）を行い、釧路市地域防災
計画に位置づけた。H29年度から始
まる避難支援事業について協働会
のある町内会へ周知を行った。

・庁内関係課と協力事業者による連
絡会議を開催し、見守り活動の重要
性や危機管理意識の醸成を図っ
た。また、前年度に引き続き、見守り
協力事業者の募集を行っている。
（11業種121事業所）

・避難行動要支援者避難支援事業
周知のため、津波高２，３ｍ浸水地
区町内会へ事業の説明、避難支援
事業参加町内会拡大に努めてい
る。（９月現在１５町内会参加）

・庁内関係課と見守り協力事業者に
よる連絡会議を開催し、見守り活動
の重要性や危機管理意識の醸成を
図った。また、前年度に引き続き、
見守り協力事業者の募集を行って
いる。

ア　介護人材の確保

　介護サービス利用者の増加に伴い、不足している介護
従事者人材を確保するため、資格取得や復職への支援
等を行う。

【具体的な事業】

介護高齢課 介護職員の確保及び育成を図るべ
く、介護分野の未経験者を対象とし
た資格取得と有期雇用を組み合わ
せた事業に取り組んだ。（事業名：介
護人材確保育成支援事業　資格取
得者数15名、実施事業所における
継続雇用11名）

介護職員の確保及び育成を図るべ
く、介護分野の未経験者を対象とし
た資格取得と有期雇用を組み合わ
せた事業に取り組んだ。（事業名：介
護人材確保育成支援事業　資格取
得者数11名、実施事業所における
継続雇用11名）
また、有資格者の介護現場への復
職を支援する事業を実施。（事業
名：介護潜在人材復職支援事業
受託事業所での継続就労　4名）

前年度に引き続き、未経験者を対
象とした育成事業を行っている。
また、潜在人材復職支援事業を実
施し、復職支援を行っている。

イ　医療従事者の確保

　将来にわたり地域住民への継続的な医療サービスを提
供するため、医療を担う従事者の養成と確保に取り組
む。

【具体的な事業】

健康推進課 地域における看護師を確保するた
め、釧路市医師会看護専門学校に
対し補助金を支出。

地域における看護師を確保するた
め、釧路市医師会看護専門学校に
対し補助金を支出。

引き続き医療現場を支える医療従
事者の確保に努める。

ア　地域コミュニティの強化

　高齢化や人口減少が進行し、地域にとって人と人とのつ
ながりがこれまで以上に求められることから、町内会の加
入促進策を講じて地域コミュニティの強化を図る。

【具体的な事業】

市民生活課 町内会加入率の低いアパート・マ
ンション等居住者の町内会加入促
進について、10月に北海道宅地建
物取引業協会釧路支部と市連町、
市の三者で締結した「町内会への加
入促進に関する協定」のもと、賃貸
契約の仲介時等に宅建協会会員店
舗（市内102会員）で町内会への加
入を勧誘してもらう体制を整え、市
連町と連携し町内会の加入促進を
図った。
※町内会加入率
H26 年 度 末 45.91 ％ 、 H27 年 度末
45.16％

前年度の取組を継続し、新たな取
組として、高齢者や学生など一人暮
らしのアパート・マンション居住者で
活動参加が難しいとされている方に
ついて、会費の軽減や回覧板の不
回付などの特例を設けることで加入
を促せないかなどを、市連町に提案
し加入促進を図った。

前年度に引き続き、これまで声掛
けが難しかったアパート・マンション
等の居住者や、町内会活動に参加
が難しい方に対する特例を設けるな
ど、様々な角度より町内会加入促進
に取り組んでいる。

また、港まつりやくしろ市民北海盆
踊りなどの各種イベント時において
も、町内会加入促進資材を配布し、
啓発を実施している。

カ　障がい者等の地域生活を支える仕組みづくり

　障がい者等の住み慣れた地域での生活を支えるため、
福祉サービスの提供・調整、緊急対応、相談支援、権利
擁護など地域で様々な支援を提供できる仕組みを構築す
る。

【具体的な事業】

③安心な暮らしを守る人材づくり

④地域コミュニティの強化
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基本目標ごとの施策及び具体的事業の進捗について 資料５
【基本目標４】

H27（結果） H28（結果） H29（進捗） H30 H31
総合戦略の施策及び具体的な事業 所管

進捗報告

防災危機管理課 防災講座等への講師派遣（43件）や
各種防災訓練の企画・実施などを
通じ、市民の防災意識の向上に努
めたほか、コミュニティラジオを活用
した災害情報等伝達システムの整
備や災害用備蓄食料の増備
（47,890食⇒56,640食）を図り、災害
に強いまちづくりに向けた取り組みを
行った。

防災講座等への講師派遣（46件）や
各種防災訓練の企画・実施などを
通じ、市民の防災意識の向上に努
めているほか、災害に強いまちづくり
に向け、災害用備蓄食料の目標６
万食（56,640食⇒60270食）を達成す
るとともに、災害情報伝達手段の多
様化を図るため、移動系防災行政
無線のデジタル化に向け取り組ん
だ。

防災講座等への講師派遣や各種防
災訓練の企画・実施などを通じ、市
民の防災意識の向上に努めている
ほか、災害に強いまちづくりに向け、
災害用備蓄食料の目標60270万食
を達成した。

また、災害情報伝達手段の多様化
を図るため、移動系防災行政無線
のデジタル化に取り組み、平成30年
1月の運用開始を予定している。

教育支援課 【防災教育推進事業】
子供たちが、地震や津波等の自然
災害に対する理解を深め、状況に
適切に対応し、自らの命を守ること
ができるよう、小学校2校において、
関係機関の連携の下、防災教育を
実施した。

【防災教育推進事業】
前年度に引き続き、小学校3校、中
学校2校において、関係機関の連携
の下、防災に関する体験的な学習
を実施している。

【防災教育推進事業】
前年度に引き続き、小学校3校、中
学校3校において、関係機関の連携
の下、防災に関する体験的な学習
を実施している。

市民生活課 高齢者を対象とした交通安全教室
（延べ482人参加）や、各種集会にお
いて交通安全に関する啓発を行っ
た。
また、防犯事業として、街頭におい

て、市民を対象に暴力団追放を呼
び掛ける啓発を行った（2回）。
加えて、消費者行政活性化事業と

して、振り込め詐欺などを防止する
ための啓発シールを作成配布した
ほか、バス車内放送において、消費
者相談室の周知を行った。

※市内交通事故発生件数
　　H26年240件、H27年210件
※刑法犯罪件数
　　H26年1,575件、H27年1,483件
※消費者相談件数

H26年度1,270件、H27年度1,290
件

高齢者を対象とした交通安全教
室（14回／554名参加）をはじめ、各
種行事や研修会等において啓発を
行った。

また防犯事業として、スーパーの
店頭や消費者まつりの会場におい
て、暴力団追放を呼び掛ける啓発
を行った。（２回）

消費者行政活性化事業について
は、新たに訪問販売お断りなど消費
者被害防止シールの作成したほ
か、バス車内放送において、消費者
相談室の周知を継続して行った。

交通安全に関する啓発、暴力団
追放を呼び掛ける啓発については、
前年度と同様の取組を継続してい
る。

消費者行政活性化事業について
は、訪問販売お断り等消費者被害
防止シールの作成とバス車内放送
での消費生活相談室の周知を継続
している。

また、くしろ市民北海盆踊り参加
時、および交通安全啓発事業の一
環として行っているシルバーリー
ダー研修会の際にも、交通安全や
消費者被害防止に係る資材を配布
し、啓発を実施している。

教育支援課 【地域見守り安全マップづくり推進事
業】
子どもたちの安全を確保するうえ
で、子ども自身が危険を予測し、危
険を回避できるよう、「釧路市通学
路安全対策連絡協議会」による通
学路合同点検実施校４校で「地域
見守り安全マップ」を作成した（全26
校中延べ8校で作成）。

前年度に引き続き、通学路合同点
検実施校４校で「地域見守り安全
マップ」を作成した(全26校中延べ12
校で作成）。

前年度に引き続き、通学路合同点
検実施校４校で「地域見守り安全
マップ」を作成した(全26校中延べ16
校で作成）。

ウ　防疫、健康危機管理体制の整備

　災害時や、新型インフルエンザ・SARS/MERS等の感染
症による健康危機に備え、即応体制の整備や訓練、市民
への啓発、蔓延を防ぐための資材・消毒剤等の備蓄を行
う。

【具体的な事業】

健康推進課 北海道、保健所と連携し、医療機関
等を含め新型インフルエンザ等情
報伝達訓練を１回実施。

北海道、保健所と連携し、医療機関
等を含め新型インフルエンザ等情
報伝達訓練を2回実施。

新型インフルエンザ等情報伝達訓
練とともに、年度内における新型イン
フルエンザ等対応机上訓練の実施
に向けて取り組んでいる。

⑤防災・防犯など暮らしの安全・安心確保対策等の充実

ア　防災体制の強化

　各種の自然災害の発生に備えて、市民の防災意識の
向上を図るとともに、災害に強いまちづくりに向けて、災
害情報伝達手段の多様化や避難所・避難路、備蓄資機
材の充実など、各種施策を推進する。

【具体的な事業】

イ　地域を守る安全対策の強化

　ひとり暮らしの高齢者などが事故や犯罪に遭わない安
心安全な地域づくりを推進するため、交通安全や防犯、
消費者保護などの各種啓発活動の強化を図る。

【具体的な事業】

29



基本目標ごとの施策及び具体的事業の進捗について 資料５
【基本目標５】

H27（結果） H28（結果） H29（進捗） H30 H31

ア　コンパクトなまちづくりの推進

　都市機能が集積し、一定の人口密度が保たれた暮らし
やすいまちとするため、立地適正化計画を策定し、コンパ
クトなまちづくりを推進する。

【具体的な事業】

都市計画課 立地適正化計画の策定に向け、庁
内策定対策会議及び作業部会を設
置し、庁内検討を行うとともに、都市
計画審議会に小委員会を設置し、
検討内容に対し、有識者からの意見
聴取を行った。
　また、都市構造に関する基礎調査
により、都市の現状把握や将来推計
を行うとともに、まちづくりに関する市
民アンケートを実施し、それらの結
果もふまえ、「素案策定へのたたき
台」を作成した。

　平成27年度に作成した「素案策定
へのたたき台」を基に、住民意見交
換会や関係機関との意見交換を実
施するとともに、庁内策定対策会議
や作業部会、さらには、都市計画審
議会小委員会を開催する等、計画
策定に向けた作業を進め、平成２８
年度末に計画の策定・公表を行っ
た。
（居住誘導区域等、一部事項につい
ては、平成30年度中に計画改訂に
より位置付けることとしており、引き続
き、計画改訂に向けた検討作業を
進める）

　平成30年度中に実施する立地適
正化計画の改訂に向け、庁内策定
対策会議及び作業部会を開催する
とともに、都市計画審議会小委員会
を開催する等、検討作業を進めてお
り、今後、平成29年度中に「計画改
訂のたたき台」を作成予定である。

イ　まちなか居住の推進

　生活利便施設の整備や都心居住を促進することによ
り、便利で快適に暮らせる生活環境の向上を図る。

【具体的な事業】

都市計画課 民間事業者が施行する北大通３・４
丁目地区優良建築物等整備事業に
対する補助を行った。
実施内容：支障物件調査・実施設
計・建物補償

前年度に引き続き、北大通３・４丁目
地区優良建築物等整備事業に対
し、補助を行った。
実施内容：建物補償・解体工事・新
築工事・工事監理

前年度に引き続き、北大通３・４丁目
地区優良建築物等整備事業に対
し、補助を行う。
実施内容（予定）：新築工事・工事
監理

都市経営課 地域公共交通網形成計画の策定に
向け、平成28年３月に協議会を設置
した。
平成29年度中の策定を予定してい
る。

バス乗降調査や公共交通に関する
市民アンケートなど公共交通の実態
を把握するための各種調査を行い、
関連計画との整合を図りつつ協議会
で検討の上、計画の素案を策定し
た。

地域公共交通網形成計画を策定し
たほか、本計画におけるバス路線再
編に特化した、地域公共交通再編
実施計画の策定を視野に入れた、
バス路線再編にかかる基礎調査を
行い、協議会での検討を継続しつつ
基本再編案の作成を進めている。

市民生活課 生活交通バス路線を維持・確保す
るため、赤字路線に対して国・道・市
が役割に応じて補助することで地域
住民の足を確保した。

前年度に引き続き作業を進め、赤
字路線に対して国・道・市が役割に
応じて補助することで地域住民の足
を確保した。

　前年度に引き続き作業を進めてい
る。

ア　公有資産マネジメントの推進

　人口減少等の変化による市民ニーズへの対応及び公
共施設等の維持管理コストの縮減、改修・更新費用の平
準化による負担軽減を図る。

【具体的な事業】

市有財産対策室 ◯計画の策定
・公共施設等の更新・改修に向けた
保全優先度、更新・改修サイクル等
の保全方針を示す「公共施設等保
全計画」を策定した。
・公共施設の総合的かつ計画的な
管理に関する基本的な考え方を示
す「公共施設等総合管理計画」を策
定した。
◯公共施設の複合化
・地域から提案のあった「緑ケ岡・貝
塚地区複合公共施設」の整備に向
け、庁内および地域住民との協議を
実施した。
・松浦地区での公共施設の複合化
に向け、検討を開始した。

◯公共施設の複合化
・緑ケ岡・貝塚地区複合公共施設の
整備に向け、用地を取得し、基本・
実施設計および開発行為による用
地整備を実施した。
・松浦地区複合公共施設の整備に
向け、用地協議、施設の機能・規模
等の検討を実施した。
・地域から提案のあった大楽毛地区
複合公共施設の整備に向け、対象
施設の選定、施設の機能・規模等の
検討を実施した。

○公共施設の複合化
・緑ケ岡・貝塚地区複合公共施設の
整備に向け、H29.9月から建設工事
が着工した。また、施設の設置に伴
う条例の制定及び既存条例の一部
改正に向け、パブリックコメントにより
市民意見の募集を実施している。
・松浦地区複合公共施設の整備に
向け、施設の機能・規模等の検討し
ている。また、敷地の用地確定測量
も実施に向け調整中。
・大楽毛地区複合公共施設の整備
に向け、施設の機能・規模等の検討
を実施している。

ア　空家等対策の推進

　　「空家等対策計画」を策定し、空家等の適切な管理と
様々な用途への活用を促進する。

【具体的な事業】

建築指導課 釧路市空家等対策計画の策定に向
け、平成27年12月に空家等対策協
議会を発足、会議を２回開催し、計
画の構成案及びたたき台を策定し
た。計画は平成28年度中の策定を
予定している。

協議会を3回開催し、10月にはパブ
リックコメントにより市民意見の募集
を行った。
平成29年２月に空家等対策計画を
策定した。

策定した計画に基づき、空家等対
策を推進している。
・老朽化が著しい空き家の除却を促
進するために、不良空き家除却補
助制度により除却費を補助を開始。
・特定空家等の現地調査を行い、平
成29年度中に特定空家等の指定を
行う予定。

①コンパクトなまちづくり

②交通ネットワークの充実

ア　公共交通の維持確保と再構築

　バス路線や乗合タクシーなどへの必要な運行支援を行
い、「生活の足」を確保するとともに、住民が地域で安心し
て住み続けていくことができるよう、公共交通ネットワーク
の維持確保と再構築を図る。

【具体的な事業】

③総合的・戦略的な公共施設の整備

④空家等対策の推進

【基本目標５】人口減少に対応した地域をつくる

総合戦略の施策及び具体的な事業 所管
進捗報告
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基本目標ごとの施策及び具体的事業の進捗について 資料５
【基本目標５】

H27（結果） H28（結果） H29（進捗） H30 H31
総合戦略の施策及び具体的な事業 所管

進捗報告

港湾空港振興課 事業：釧路港利用整備促進協議会
内に釧路港フェリー誘致対策特別
専門部会を設置し、フェリー誘致に
関するアンケートを実施。
成果：誘致に際しての課題の洗い出
しを行った。

事業：ＣＩＱ各機関へ、体制等充実
に関する要望を実施。
成果：ＣＩＱ各機関における他地域か
らの人的応援体制が継続されてい
る。（入管の例：釧路対応最大３人⇒
４ブース４人に拡充）（動物検疫の
例：釧路駐在無しのため都度来釧）

事業：釧路空港ビル内にデジタルサ
イネージを導入。
成果：空港内及び２次交通、観光な
どに係る情報を省スペースかつ多言
語で案内することができ、利便性向
上が図られた。

※釧路空港乗降客数
H26年　680,607人
H27年　685,511人

・道内にフェリー航路を持つ船社及
び過去に釧路港にフェリーを運航し
ていた船社など６社を訪問し、釧路
港の取り組みを説明するとともに意
見交換を行い、船社サイドの課題に
ついても把握。
今後の誘致に向けた、具体な取り組
みを検討していく。

事業：ＣＩＱ各機関へ、体制等充実
に関する要望を実施。
成果：ＣＩＱ各機関における他地域か
らの人的応援体制が継続されてい
る。
※釧路空港乗降客数
H27年　685,511人
H28年　715,737人

・フェリー船社誘致に向けた具体的
な取り組み内容を検討中。併せて関
係各者からの情報収集を行ってい
る。

・ＣＩＱ各機関への要望を継続実施。
･空港利用者に認証等の必要が無
いWi-Fi環境を提供するため、釧路
空港ビル内に新たな無線LAN設備
の導入を行う。

観光振興室 管内８市町村の官民で構成する
「ウェルカム道東道！！オールくしろ
魅力発信プロジェクト」において、くし
ろ地域の魅力を発信する道央圏で
のプロモーションや各種メディアを活
用した情報発信を実施した。
国内・国外の航空会社・旅行会社等
へのセールスコールや招聘等のプロ
モーション活動を実施し、関係機関
と連携を図りながら国際便・国内便
の誘致と釧路地域・東北海道地域
の魅力ＰＲ活動を行った。
国際チャーター便については、4社
62便のチャーター便（台湾・中国）が
釧路空港に就航した。

管内８市町村の官民で構成する
「ウェルカム道東道！！オールくしろ
魅力発信プロジェクト」において、くし
ろ地域の魅力を発信する道央圏で
のプロモーションや各種メディアを活
用した情報発信を実施した。
国内・国外の航空会社・旅行会社等
へのセールスコールや招聘等のプロ
モーション活動を実施し、関係機関
と連携を図りながら国際便・国内便
の誘致と釧路地域・ひがし北海道地
域の魅力ＰＲ活動を行った。
国際チャーター便については、今年
度就航には至らなかった。

■【継続】前年度に引き続き、「ウェ
ルカム道東道！！オールくしろ魅力
発信プロジェクト」として、夏におもて
なしキャンペーンやメディアを活用し
た情報発信を実施している。
■前年度に引き続き、関係機関と連
携を図りながら釧路地域・ひがし北
海道地域の魅力ＰＲ活動を行い、
国内外からの旅行者を釧路市へ誘
客するため、継続して各事業を実
施。
・台湾、香港、タイ、フィリピンの旅行
会社等へのセールスコール及び招
聘事業等を実施。
・1社4便のチャーター便就航。
（大韓航空：７月）
・季節便（JAL中部線、ANA伊丹
線）の利用促進プロモーションを実
施。
・釧路空港の利用促進と、路線維
持、拡充に向けた航空会社への要
請活動を実施。

道路河川課 平成28年3月12日に道東自動車道
の白糠IC-阿寒ＩＣ間が開通。
開通記念イベント等を実施し、開通
の周知や利用促進をＰＲした。

（Ｈ27で事業終了）

阿寒地域振興課 　道東自動車道阿寒ＩＣの供用貸に
向け、観光客や釧路市民、市内企
業への阿寒ＩＣの利用促進の看板の
設置、さらに、札幌圏域の住民に阿
寒ＩＣの利用ＰＲや阿寒丹頂の里の
観光誘致活動を実施した。

平成２７年度で終了 平成２７年度で終了

⑤東北海道の中核都市としての拠点性の向上

ア　物流・国際交易拠点機能の充実

　港湾・空港機能や高速交通ネットワーク等の向上によ
り、地域の産業活動を支える物流・国際交易拠点機能の
充実を図る。

【具体的な事業】
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【基本目標５】

H27（結果） H28（結果） H29（進捗） H30 H31
総合戦略の施策及び具体的な事業 所管

進捗報告

健康推進課 地域における看護師を確保するた
め、釧路市医師会看護専門学校に
対し補助金を支出。

地域における看護師を確保するた
め、釧路市医師会看護専門学校に
対し補助金を支出。

引き続き医療現場を支える医療従
事者の確保に努める。

病院医療管理課 平成２７年９月より、施設整備方針を
基に病院増改築に向けて、図面の
作製等を行う基本設計に着手した。
また、医療施設の整備を図り、医療
機能の維持に努めるため、必要な医
療機械の整備を行った。
【主な医療機械】
　〇ダビンチ外科手術システム
　〇白内障・硝子体手術装置
　〇内視鏡手術システム

※市立釧路総合病院
病床数643床、職員定員817人
診療科25科
入院患者数延べ183,644人
通院患者数延べ332,018人

前年度から実施していた病院増改
築に係る基本設計を平成２８年９月
に完了した。
現在は、基本設計で作製した図面
等を基に、実施設計に着手してい
る。
また、前年度に引き続き、医療機械
の整備を行った。
【主な医療機械】
　〇医用画像情報システム
　〇回診用X線撮影装置
　〇内視鏡情報管理システム
　〇乳房用超音波画像診断装置

※市立釧路総合病院
病床数643床、職員定員819人
診療科25科
入院患者数延べ183,108人
通院患者数延べ328,856人

基本設計で作製した図面等を基
に、昨年度から実施設計に着手して
おり、今年度完成予定。
また、前年度に引き続き、医療機械
の整備を進めている。
【医療機械の整備】
　○核医学診断用ガンマカメラ
　○超音波診断装置
　○手術用内視鏡システム
　○人工心肺装置

※市立釧路総合病院
病床数643床、職員定員825人
診療科26科

高等看護学院 学院内のWi-Fi環境を整備し、タブ
レット端末やデジタル教科書導入に
よりインターネットによる検索も瞬時
に可能となり、学習の効率が上がっ
た。
※入学生
Ｈ26年度31人、Ｈ27年度30人
※卒業生
Ｈ26年度27人、Ｈ27年度32人
※卒業生のうち市内就職(看護職)
Ｈ26年度26人、Ｈ27年度29人

前年度に引き続き、タブレット端末、
デジタル教科書を導入し学習効率
の向上を図った。

入学生　30人
卒業生　26人
卒業生のうち市内就職（看護職）
23人

H27年度から３カ年計画で、タブレッ
ト端末、デジタル教科書を導入し学
習効率の向上を図っている。

入学生　30人

ア　釧路定住自立圏等の取組の推進

　定住自立圏域の活性化に向けた取組を推進し、定住促
進のための機能の充実や地域の魅力の向上を図ること
により、安心して暮らし続けることのできる地域を築き、圏
域からの人口流出を食い止める。

【具体的な事業】

都市経営課 定住自立圏については、平成22年
に釧路町と協定を締結して以降、平
成23年までに管内全町村と締結し、
医師派遣事業や保育所の広域入所
等の広域連携事業など安心して暮
らし続けることのできる地域づくりに
取り組んでいる。

定住自立圏による広域連携につい
ては、懇談会や首長意見交換会を
開催し、引き続き各種連携した取り
組みを進めている。
管内町村会と連携し、「東京２３区交
流推進員」を配置し、「くしろマル
シェin日暮里」を開催する等、釧路
地域のＰＲ活動を行うと共に、東京２
３区との交流による修学旅行やヘル
スツーリズム誘致等行った。

定住自立圏による広域連携につい
ては、引き続き各種連携した取り組
みを進めていく。
管内町村会と連携し、「東京２３区交
流推進員」を配置し、東京２３区との
交流による修学旅行やヘルスツーリ
ズム誘致等に取り組む。

イ　医療体制の整備（再掲）

　将来の医療需要を見据えた医療施設の整備を行い、広
域的な医療体制を構築するとともに、関係機関との連携
を図り、地域に密着した医療の充実に向けた取組を実施
する。

【具体的な事業】

⑥定住自立圏等の取組の推進
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